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開会 午前１０時００分

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 起立、礼、おはようございます。

ただいまから平成２８年第２回南関町議会定例会を開会します。

これから本日の会議を開きます。

議事日程は、お手元に配付のとおりです。

－－－－－－－○－－－－－－－

日程第１ 会議録署名議員の指名について

○議長（酒見 喬君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

会議録署名議員は、会議規則第１２６条の規定によって、３番議員、４番議員を

指名します。

－－－－－－－○－－－－－－－

日程第２ 会期決定について

○議長（酒見 喬君） 日程第２、会期決定についてを議題にします。

お諮りします。

本定例会の会期については、本日から３月１７日までの８日間にしたいと思いま

すが、御異議ありませんか。

［「異議なし」と呼ぶ者あり］

○議長（酒見 喬君） 異議なしと認めます。

したがって、本定例会の会期は本日から３月１７日までの８日間とすることに決

定しました。

－－－－－－－○－－－－－－－

日程第３ 諸般の報告について

○議長（酒見 喬君） 日程第３、諸般の報告を行います。

報告の第１点は、熊本県町村議会議長会第６６回定期総会についてであります。

本総会は、去る２月１７日、ホテル熊本テルサで開催されました。総会では地方創

生の推進、農林水産業振興対策の強化、環境保全対策の推進、教育文化の振興、交

通及び生活環境の整備促進など１６項目を決議し、決議に基づく２３項目の要望を

決定し、総会提言を採択しました。

内容については、その写しをお手元に配付し、要望内容の総会資料を事務局に備

え付けておりますので、これを省略します。

報告の第２点は、例月出納検査報告についてです。本件については、南関町監査

委員に関する条例第１０条の規定によって、監査委員大木敏晴君、打越潤一君より、

平成２７年度１１月分、１２月分、１月分の出納検査結果等について、平成２７年
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度第２回定期監査の結果についての報告がなされております。内容については、そ

の写しをお手元に配付していますので、これを省略します。

報告の第３点は、委員会報告についてです。文教厚生常任委員会委員長より、委

員会研修報告書が提出されていますので、報告を求めます。

文教厚生常任委員長、鶴地仁君。

○文教厚生常任委員長（鶴地 仁君） おはようございます。研修報告を行います。

文教厚生常任委員会研修報告書。

南関町議会議長、酒見 喬様。文教厚生常任委員会委員長、鶴地 仁。

議員研修。苓北町オルレと苓北火力発電所の視察を行いましたので、内容を下記

のとおり報告いたします。

研修期間、平成２８年２月２５日、木曜日から、２６日まで。

場所、天草郡苓北町。

出席者、私と境田敏高議員、打越潤一議員、本田眞二議員、井下忠俊議員、酒見

喬議員、随行、寺本議会事務局長です。

研修の目的と内容です。

まず、苓北町オルレの視察です。

地方創生が声高に叫ばれる中、人口減少、少子高齢化、介護の問題は喫緊の課題

である。オルレを産業として位置づける苓北町の取り組みを、本町の観光と健康づ

くりに生かすべく視察研修を行った。

苓北町は天草下島の西北部に位置し、人口７,７２４人、面積６７平方キロメー

トルの町であり、天草の中で唯一合併をしなかった町である。天草灘を望む本町の

富岡半島は雲仙天草国立公園の指定を受けており、オルレの天草・苓北コースとな

っている。

そもそも、オルレとは、韓国・済州島から始まったもので、もともとは済州島の

方言で「通りから家に通じる狭い路地」という意味である。トレッキングコースの

総称として呼ばれるようになり海岸や山などを五感で感じ、自分のペースでゆっく

りとコースを楽しむことにある。九州には１５のコースがあり、天草・苓北コース

は１５番目のコースとして、平成２６年に認定されている。コースは全長約１１キ

ロメートルで、所要時間４～５時間となっており、富岡港をスタートとし、苓北町

温泉をゴールとしたコースでは、復元された富岡城の歴史に触れ、海域公園の眺望

はすばらしいものであった。

年間の登録料４０万円も惜しくない観光コースとなっているとのことであったが、

南関町にも貴重な歴史遺産、御茶屋跡、南関城跡、小岱焼きの窯跡があり、北原白

秋生家、大津山公園等を結びつければ、文化、史跡巡り、健康づくりのコースとし
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て大いに役立つものと期待できる。

２番目として、九州電力苓北発電所。

電源の多様化と安定供給が求められる中、南関町では竹を資源とした総合利活用

事業が動き出そうとしている。電力自由化、エネルギーの地産地消といった今後の

エネルギー社会の変化を考える上で、見聞を広めておく必要があるとして苓北発電

所の視察を行った。

当所は昭和５５年の建設申入れから、平成７年１２月に１号機が営業運転に入り、

同１５年６月に２号機が営業運転を開始している。発電所の敷地面積は約８０万平

方キロメートルであり、1、２号機とも各７０万キロワット、計１４０万キロワッ

トで県内電力の３分の２をまかなうことができるとのことであった。燃料の石炭は

主にオーストラリアから年間約３５０万トンが輸入されている。燃焼後の灰は年間

約４０万トン発生するが、セメントや壁材、歩道ブロック、排水ブロック等に再利

用されており、処理できなかったものは敷地内の灰捨場に埋立てとなっている。施

設ではボイラー、タービン、発電機、制御室、石炭貯蔵所等を見学し、騒音・振動

対策や温排水対策、排煙対策といった環境保全対策の説明を受けることができた。

電力自由化の対策、燃焼効率、ＣＣＳ、これはＣＯ２回収のことです、の研究にも

取り組まれている。

苓北町が合併せずに町単独を選択できたのは火電の存在、ただ、機械設備の価値

が下るため税収は２００４年度の３３億３,２００万円から２０１６年度は１１億

７,２００万円、２０１８年度は１０億円を割る見込み。発電所関係で働く人４８

２人、うち町内居住者１７６人(３７％)等々貴重な研修を受けることができた。

以上です。

○議長（酒見 喬君） 報告の第４点は委員会報告についてです。総務産業常任委員

会委員長より、委員会研修報告書が提出されていますので、報告を求めます。

総務産業常任委員会委員長、立山秀喜君。

○総務産業常任委員長（立山秀喜君） おはようございます。

総務産業常任委員会研修報告書を報告いたします。

南関町議会議長、酒見喬様。

総務産業常任委員会委員長、立山秀喜。

１、日時、平成２８年２月９日から１０日まで。

２、場所、水俣環境センター（水俣市）、フードバレーアグリビジネスセンター

(八代市鏡町)。

３、出席者、立山秀喜、立山比呂志議員、橋永芳政議員、田口浩議員、山口純子

議員、杉村博明議員。随行、西田経済課長。
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４、研修目的。

南関町では平成２７年１１月２９日に「エコア熊本」の落成により環境センター

としての機能を有している。そこで既に研修施設として機能している水俣環境セン

ターの施設状況を視察先に選んだ。

農産物を生かした農業について、高付加価値化に関する試験研究、６次産業化の

支援を行う施設としてフードアグリビジネスセンターを研修先として選んだ。

５、研修内容。

①水俣環境センター、水俣市は、１９９２年に全国で初めて「環境モデル都市作

り宣言」を行いごみの高度分別（２４分別）を行うとともに、水俣市独自のＩＳＯ

環境マネジメントシステムを構築して環境ＩＳＯを小・中学校や家庭で広めるなど、

官民協働で様々な環境政策に取り組んでいる。又リサイクル・リユースを進める企

業が立地して「水俣エコタウン」を形成している。環境センターでは、環境指導員

によるレクチャーで様々な体験学習ができる。講義を中心とした環境学習で水環境、

ごみ問題、地球温暖化など県内の小学校５年生が必ず１回は研修会に参加している。

②フードバレーアグリビジネスセンター、熊本県の豊富な農産物を生かし、高付

加価値化に関する試験研究を行うとともに、６次産業化の支援や事業者間のマッチ

ングを行い地域の活性化につながるオープンイノベーションを創出する。主な取り

組みは施設・加工機器の無料開放による生産者、事業者の試作・開発支援、生産者

と食品関連企業等事業間のマッチングコーディネイト、機能性成分の分析や流通・

鮮度保持の試験研究、熊本農業アカデミーなどと連携し、栽培技術や加工技術の習

得、経営や品質検査、衛生管理等を実践的に学ぶ場所を提供している。

６、まとめ。

南関町では「エコア熊本」の落成により環境センターとしての研修施設を併設し

ている。県北の環境教育の拠点となるような施設運営を期待したい。

現在の農業経営は厳しい状況にあるが、県の施設であるフードアグリビジネスセ

ンター利用による、新技術の習得や企業と連携しての６次産業化の取り組みや高付

加価値の産物の産出に期待したい。

以上です。

○議長（酒見 喬君） 報告の第５点は、委員会報告についてです。文教厚生常任委

員会委員長より、委員会調査報告書が提出されていますので、報告を求めます。

文教厚生常任委員会委員長、鶴地仁君。

○文教厚生常任委員長（鶴地 仁君） 委員会調査報告を申し上げます。

文教厚生常任委員会調査報告書。

本委員会で行いました所管事務調査事件について、調査の結果を下記の通り、会
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議規則第７７条の既定により報告します。

１、調査事件、南関町の小中学校における不登校といじめの現状について。

２、期日、平成２８年２月３日。

３、方法、教育課島﨑課長より現状について説明を受ける。

４、調査の概要です。

学校現場での不登校やいじめの状況については、懸念される事態、あるいは問題

が生じた場合にはまず学校が対応し、重要な案件があれば教育委員会に口頭、文書

により報告がなされている。又、事案のあるなしに関わらず定期的(毎月)に報告書

の提出がなされている。

現在のところ切迫した問題はないとのことであったが、表面に出てこない事案、

現在は些細なこととして問題視されていないが、将来の危険性といった問題も考え

られるため、未然防止について協議した。

（１）不登校について。

３０日以上の理由なき欠席を不登校、１０～２９日の欠席を不登校傾向と定義し

ているが、定例報告の対象となるのは、連続して７日以上欠席した場合とし、欠席

１日～３日で初期対応を取り、電話相談や家庭訪問を行っている。対応として、Ｓ

Ｃ（スクールカウンセラー）やＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）が配置され

ており、本人や家族と話をしながら解決に努めている。

教育委員会で把握した状況については、現在中学生１名が４カ月の不登校の状況

であり、カウンセラーの対応や医療機関への相談を勧めている。

（２）いじめについて。

いじめの状況については、冬休み以降、報告はあっていない。平成２６年度にお

ける状況報告については、認知件数が小学校３校で計２３件、中学校で７件の合計

３０件の報告がなされた。但し、現在は全て解決済みとのことであった。

いじめ発見のきっかけは、教職員等が２６件、教職員以外からの情報が４件とな

っている。いじめの態様としては、冷やかしやからかいが１６件、軽くぶつかられ

たが１０件、仲間外れが８件、これは複数回答です、等となっている。

いじめる児童生徒への対応は、学級担任や他の教職員が状況を聞き、指導したの

が４１件、保護者への報告が１０件となっている。

いじめられた児童生徒への対応では、学級担任や他の教職員が状況を聞いたが３

０件、家庭訪問が８件、継続的に面談しケアを行ったのが６件となっている。実態

把握のために行った具体的な方法では、年２～３回のアンケート調査、個別面談、

児童と教職員との間での個人ノートの交換、家庭訪問がなされている。

（３）今後の課題。
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不登校やいじめの未然防止について多くの意見が出されたが、以下の事項につい

ては特段の取り組みが必要であるとした。

１、今現在はなくても水面下の危険、アンテナを張り巡らせ目に見えない事象を

探すこと。また、いじめは、あるということを前提に取り組むべきである。

２、いじめの実態把握のために具体的手法としてアンケート調査を年２～３回実

施されているが、いじめの相談や報告をしやすくするための取り組みが必要。

３、いじめがあっているという話がありながら、当局が把握していない事案があ

るようである。どのような状況なのかを常に調査すべき。

４、数人がスーパー等に買い物に行き、物品を買っても支払いをするのがいつも

決まった生徒というのもいじめの事例である。他人から見れば仲が良いように見え

ても実態はいじめ、このような事例は周りの大人が目配りすべきである。表面と裏

面の実態を広報等で広く喚起すべきである。

以上です。

－－－－－－－○－－－－－－－

日程第４ 陳情の委員会付託等について

○議長（酒見 喬君） 日程第４、陳情の委員会付託についてです。

本日まで受理しました陳情は、お手元に配りました陳情文書の写しのとおり、１

件を配付としましたので報告いたします。

ここで、町長から挨拶の申し出があっていますので、これを許します。町長。

○町長（佐藤安彦君） 皆様、改めましておはようございます。

平成２８年第２回南関町議会定例会の開会にあたり、平成２７年度補正予算案、

平成２８年度当初予算案、その他諸議案の御審議をお願いいたしますとともに、施

政方針を申し述べ、議員の皆様並びに町民の皆様に一層の御理解と御協力をお願い

申し上げる次第であります。

昨今の国の動向を見てみますと、まず、国内の経済の状況においては、アベノミ

クスの「３本の矢」の一体的な推進等により、およそ四半世紀ぶりとなる良好な経

済状況となり、「デフレ脱却・経済再生」及び「財政健全化」が一歩前進したので

はないかと考えられます。

穏やかな回復基調が続いているとはいわれるものの、都市部と地方との格差が解

消できるまでには至っておりません。

そのことは、先日発表された国勢調査人口においても、東京への一極集中がはっ

きりと表れており、地方が輝き、将来に向けた力を発揮するためには、国の更なる

支援が必要であると考えます。

今後も、一億総活躍社会の実現に向けた地方創生の実現やＴＰＰ関連政策大綱の
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実現などと、国の景気対策の成果が本格的な景気回復につながっていくことを期待

するものであります。

国の看板政策とされている「地方創生」については、南関町においても、「南関

町人口ビジョン」及び「南関町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、将来

に生かせるような様々な事業を展開することにより、町全体の活性化につなげてい

かなければならないと考えております。

さて、南関町におきましては、国調人口でも１万人を切り、人口減少と少子高齢

化が進行している中で、出生数に対し死亡数の方がかなり多い状況が続いており、

いまだに人口減少に歯止めがかからない状況となっております。

しかし、若年層の中では、就学前の児童数が若干ではありますが伸び続けており、

いよいよ本年は、小学生の児童数が増加に転じることとなりました。今後も継続し

て少子化対策や子育て支援に取り組みたいと考えております。

一方、高齢化率は、本年２月末で３５.８％と昨年の同時期よりも１％高くなっ

ており、今後も更なる高齢化が続くことが予想されますので、町独自の問題や課題

に対応するための総合的な取り組みも必要であると考えられます。

このような厳しい状況の中にあってこそ、地域住民の皆様方が安全安心で心豊か

に暮らせるような質の高い行政運営を行っていくことが望まれており、信頼される

自治体として、分権時代にふさわしい質の高い行政サービスを提供していかなけれ

ばならないと考えております。

本年度は、国県や地域の変化にも柔軟かつ弾力的に対応しつつも、最小の経費で

最大の効果を上げることができるような事業を推進するとともに、総合振興計画や

過疎地域自立促進計画など各種計画の策定を図り、地域住民の皆様の安全・安心な

生活の確保と住民福祉の向上に努めて参ります。

そこで、今回御提案申し上げております平成２８年度一般会計予算などでござい

ますが、歳出全般にわたり細部までの検討を行い、経営の効率化、コストの削減を

念頭におきながら歳出の抑制と重点化に努め、目的に沿った費用対効果を重視し、

重要度に応じた編成を行ったところでございます。

平成２８年度南関町一般会計予算の総額は、５９億１,８７１万８,０００円で、

昨年度と比較しますと、８,９７１万２,０００円の減額で、１.５％のマイナスと

なっております。

減額となりました主な要因は、土木費・道路橋梁費の事業の優先順位を検討した

結果の減と教育費・保健体育費の事業費の減によるものであります。

その他の議案の提出については、条例の制定が３件、条例等の一部を改正する条

例の制定が８件、条例の廃止が１件、平成２７年度一般会計補正予算のほか各特別
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会計の補正予算が８件、平成２８年度一般会計予算のほか各特別会計の予算が９件、

南関町総合振興計画基本構想についてが１件、過疎地域自立促進計画についてが１

件、工事請負契約の変更についてが１件、業務委託変更契約の締結についてが１件、

町道の路線認定が３件、同じく廃止が１件、人権擁護委員の推薦につき意見を求め

ることについてが２件、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めることに

ついてが１１件を提案しています。

御審議の上、御承認賜わりますようお願い申し上げます。

それでは、平成２８年度の主要な施策について申し上げます。

まず、総務課関係では、今後一層の事務の効率化、合理化を図るとともに、職員

の研修等を強化し、人事交流等も含めた職員の能力向上及び組織力の向上に努めて

参りたいと考えております。

これまでにも様々な論議が交わされてきた区長制度については、小規模行政区の

再編・統合を図るとともに、当該地域に在住のすべての住民を区民とし、将来的に

は、全世帯の自治会加入を目標にしたいと考えております。

また、町職員による地域づくり応援職員制度を発足させ、行政への住民参加と、

公共的活動への公務員参加の協力体制作りで、官民一体とする試みを実施します。

役場庁舎、公民館の建替等については、平成２４年度に実施した耐震診断の結果

及び南関町庁舎等検討委員会からの提言をいただいておりますので、平成２８年度

においては、庁舎等建設基金条例の制定、庁舎建設検討委員会の設置をする中で、

住民説明会を開催するなど、幅広い御意見や御要望を伺い、建設・改築等の方向性

を決定していきたいと考えております。

公共施設等を適切に管理するため、現状や課題を客観的に把握、分析し、公共施

設等総合管理計画を策定することとします。

平成２７年度に試行を実施した人事評価制度については、２８年度より本格的な

実施となりますが、職員の評価を行うだけではなく、職員一人ひとりの人材育成に

係る意識改革を行うとともに、職場全体の総合力の向上にもつなげたいと考えてお

ります。

また、２８年度は第５次行政改革大綱のスタートの年となりますが、第４次まで

のプログラムの積み残しや、新たに必要性が高まった事項について行政改革を推進

することとします。

特に、人口減少等による地方交付税の減額が予想されるため、更なる自主財源の

確保に努め、柔軟に対応のできる財政構造を構築し、事務・事業を評価し、中・長

期的な計画を見据えた事業の執行に努めます。

安全安心な町づくりについては、全地区に組織されました「自主防災組織」の活
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動強化を図りながら、町及び各組織・各種団体等と連携し、災害リスクの現状や防

災に関する理解を得て、地域防災を担う人材を育成する取り組みに努めて参ります。

次に、まちづくり課関係では、平成２７年度に５年目を迎えた「南関町住んでよ

かったプロジェクト推進事業」の精査、整理・改善に取り組んだところであり、転

入者引っ越し奨励金、太陽光発電システム設置費補助金など３事業を廃止し、新た

に、子どもインフルエンザ予防接種助成金、ファミリー・サポートセンター事業、

家庭内保育世帯応援金など４事業を実施する計画であり、更なる子育て支援と定住

対策を推進したいと考えております。

また、移住希望に応えるために、空き家バンクを充実し、まちおこし協力隊の導

入を検討して参ります。

グリーンヒル二城の分譲につきましては、現在、３区画の契約となっております

ので、町外にお住まいの方や町内企業等にも幅広い周知を行い、早期分譲ができる

ように努めて参ります。

昨年１０月から試験運行しております予約型乗り合いタクシー事業については、

現在、登録者が１,２００人程となり、利用者も増加しておりますが、２８年度は、

利用者の皆さんの御意見や御要望を伺う中で、将来の交通体系の在り方等も含めて

検討していきたいと思います。

企業誘致・支援については、２７年度は、これまでの町の歴史にないような大型

増設の調印を４件実現することができました。

このことは、新たな地域雇用や地域産業の振興につながるものであり、今後も、

更なる企業の誘致、既立地企業の増設を推進するとともに、立地いただいた企業の

支援に努めて参ります。

次に、税務住民課関係では、熊本県公共関与最終処分場「エコアくまもと」が昨

年１１月に完成し事業が開始されました。

今後は、県・事業団・町・関係企業との連携により、熊本県の北の環境教育の拠

点としての役割が果たせるような取り組みを推進していきたいと考えております。

また、最終処分場建設に伴う地域振興策については、事業の完了に向けて、２８

年度は、農業用施設整備等の事業を実施する計画であります。

和水町との共同で運営している火葬場・せきすい斎苑については、２７年度に策

定した「火葬場整備に伴う基本計画」をもとに、二町連絡協議会の中で引き続き検

討をしていきたいと考えております。

次に、福祉課関係では、平成２８年度からの、延寿荘の民営化に伴う社会福祉法

人による運営開始、文化幼児園の認定こども園としての運営が始まるということで、

一つの区切りを迎えることとなりました。
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２８年度以降は、「住んでよかったプロジェクト推進事業」の内、関連する「子

育て支援事業」を推進するとともに、「介護保険の新しい総合事業」及び「国保係、

保健センターに関係する保健事業」を充実させることにより、医療費の適正化、保

健事業の充実、高齢者の健康づくりの推進を図りたいと考えております。

次に、経済課関係ですが、本町の基幹産業であります農業は、就農者の高齢化や

後継者不足、耕作放棄地の増加などと、大変厳しい状況にあります。

このような中で、現在も推進している圃場整備の新規計画の取りまとめを行うと

ともに、農地の集約や営農組織の設立を推進し、コスト削減を図りながら、担い手

農家の確保、農業所得の向上に努めて参りたいと考えております。

また、イノシシやアナグマ等の被害も多発していることから、昨年に引き続き、

鳥獣保護管理等の強化及び農業者の狩猟免許取得・猟友会加入への推進を図ります。

町特産品や農産物の販路拡大については、南関町ふるさと応援団の設立、連携に

より、町外者への町情報の周知やふるさと納税での返礼品等も含めて、安定した生

産、新規商品の開発等を推進していきます。

ふるさとセンターについては、条例改正により、より使いやすいものとしていま

すので、４月からの新しい指定管理者には、利用者が増加するような管理運営を期

待しています。

まちづくり課と共に取り組んでいるバンブーフロンティア事業では、地方創生の

一部と捉えて、広域で行う民間事業の全国モデルとなり得るような事業の推進に努

めており、既に、バンブーフロンティア株式会社など３社が設立され、今年度は本

格的な工場建設も始まることから、作業道の整備や竹の伐竹・工場への搬入など、

企業と竹林関係所有者との調整・協議等の支援を引き続き行っていきます。

次に建設課関係ですが、まず、道路、橋梁、公共施設等の維持管理について、専

門家による点検・調査の結果に基づき、橋梁では、長寿命化修繕計画により、平成

２８年度は、上坂下外郷橋の補修工事を行うとともに、町道の舗装についても、維

持管理計画に基づき町内８カ所の舗装の修繕を行いたいと考えております。

トンネルにおいては、鬼王トンネルの改修を行う計画としております。

町道改良工事等については、町道米田～鬼王線の内、県への委託事業区間の早期

工事完了に取り組むとともに、継続事業としている町道関村～田原線、町道米田～

大場線や町道小原～上長田線の歩道法面防草工事などを行い、次年度以降の工事計

画となる用地取得も早急に取り掛かることとしております。

町営住宅では、長寿命化型改善工事として、高久野団地の防水・外壁修繕工事を

行います。

また、２８年度からは、生活道路の維持補修対策、農地の小災害の補助など、新
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規事業へも対応することとしております。

県工事としては、県道荒尾・南関線（長山西の狭所部分）の改良工事、北開地区

の急傾斜対策事業をはじめ、国・県道の歩道整備や改良工事が計画されており、

県・町の連携を図りながら事業を進めていきます。

次に、教育課関係では、まず、平成２７年度から教育委員会の制度改革が行われ

たことから、南関町に「総合教育会議」を設置し、教育に関する「大綱」を策定し

たところであります。

今後も、教育委員会へのチェック機能の強化と会議の透明化を図るとともに、教

育行政に果たす責任や役割を明確にし、教育政策の方向性を教育委員会と共有し、

教育行政に当たっていくこととしております。

２８年度の主な工事等としては、町内全小学校普通教室へのエアコン設置を行う

こととしております。

なお、小中学生の学力向上対策としては、昨年度に電子黒板等のＩＣＴ機器を追

加導入しましたので、教職員の利活用と教育力の向上を図っていきたいと考えてお

ります。

また、長年の課題でもあった町民体育祭の開催については、関係者へのアンケー

ト調査等を参考にして、平成２８年度からは、各小学校運動会を校区運動会に拡大

する取り組みを通して、地域全体で小学校を支援していく体制を更に強化していく

とともに、合併６０周年の記念事業として実施し好評であったウォーキングと軽ス

ポーツ大会等を実施したいと考えております。

平成２９年の３月をもって閉校となる南関高校については、南関町はもとより、

同窓会や育友会、地域住民の皆様と一体となって、最後まで支援していきたいと思

います。

そのほかにも、有明圏域定住自立圏構想の中での近隣市町との連携においては、

関係自治体との連携・協力を進めるとともに、玉名市を中心市とする定住自立圏構

想も進められていることから、両地域の各自治体の自主性を尊重しながら、様々な

分野において相互の連携と役割分担のもと、互いの市町の不備を補完していくこと

ができればと考えております。

また、地域住民の皆様方の御意見や御要望を伺うための地域懇談会の開催や、町

政に対する理解を深めていただくための「南関町協働のまちづくり出前講座」につ

いても継続して計画していくとともに、将来を担う南関中の生徒の皆さんとの意見

交換会を開催したいと思います。

以上、申し上げてきましたが、これらの事業を推進していくには財政基盤の確立

が最重要課題であります。このためには、これまで以上に行財政改革を進め、徹底
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的に無駄をなくし、あらゆる経費の縮減をはかるとともに、事業の推進につきまし

ては、それぞれの事業の重要性・必要性をかんがみ、優先順位をつけながら着実に

事業を展開していく考えでございます。

最後に、町職員の意識改革についてですが、職員の一人ひとりが、地域住民の皆

様の意見や要望を理解し対応できるように、各業務においても、それぞれが、町の

中・長期的なビジョンを描き、それを実現する体制づくりを推進していきます。

このような重点施策を中心に、引き続き、「産み育てやすい環境の整備」「住む

場所と働く場所の確保」「高齢者や障がいがある方も安心して暮らせる環境の整

備」を町づくりの３本の柱として、地域住民の皆様の声を反映できる開かれた行政

運営に取り組んで参る所存でございます。

今後とも、一層の御支援・御協力を賜りますようお願い申し上げまして、平成２

８年度町政運営の施政方針とさせていただきます。

以上でございます。

○議長（酒見 喬君） 日程第５、議案第３号から日程第５４、議案第５０号までの

議案を一括上程し、提案理由の説明を求めたいと思いますが、御異議ありませんか。

［「異議なし」と呼ぶ者あり］

○議長（酒見 喬君） 異議なしと認めます。したがって、日程第５、議案第３号か

ら日程第５４、議案第５０号までの議案を一括上程することに決定しました。

ここで皆様方にお願いですけれども、先ほど総務課長から議案第９号と１４号の

表紙の差し替えが配付してございますので、そのとおりにしてください。

－－－－－－－○－－－－－－－

日程第 ５ 議案第 ３号 ふるさとなんかん応援寄附金基金条例の制定について

日程第 ６ 議案第 ４号 南関町庁舎等建設基金条例の制定について

日程第 ７ 議案第 ５号 南関町土地開発基金条例を廃止する条例の制定につい

て

日程第 ８ 議案第 ６号 南関町行政不服審査会条例の制定について

日程第 ９ 議案第 ７号 南関町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

日程第１０ 議案第 ８号 南関町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例の制定について

日程第１１ 議案第 ９号 行政不服審査法の改正に伴う関係条例の整理に関する

条例の制定について

日程第１２ 議案第１０号 地方公務員法の改正に伴う関係条例の整理に関する条

例の制定について
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日程第１３ 議案第１１号 南関町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及

び運営基準に関する条例の一部を改正する条例の制定

について

日程第１４ 議案第１２号 南関町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について

日程第１５ 議案第１３号 南関町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例の制定について

日程第１６ 議案第１４号 南関町下水道条例の一部を改正する条例の制定につい

て

日程第１７ 議案第１５号 平成２７年度南関町一般会計補正予算（第６号）につ

いて

日程第１８ 議案第１６号 平成２７年度南関町国民健康保険特別会計補正予算

（第４号）について

日程第１９ 議案第１７号 平成２７年度南関町公共下水道事業特別会計補正予算

（第４号）について

日程第２０ 議案第１８号 平成２７年度南関町簡易水道事業特別会計補正予算

（第２号）について

日程第２１ 議案第１９号 平成２７年度南関町介護保険事業特別会計補正予算

（第３号）について

日程第２２ 議案第２０号 平成２７年度南関町介護サービス事業特別会計補正予

算（第４号）について

日程第２３ 議案第２１号 平成２７年度南関町浄化槽整備推進事業特別会計補正

予算（第２号）について

日程第２４ 議案第２２号 平成２７年度南関町宅地分譲事業特別会計補正予算

（第２号）について

日程第２５ 議案第２３号 平成２８年度南関町一般会計予算について

日程第２６ 議案第２４号 平成２８年度南関町国民健康保険特別会計予算につい

て

日程第２７ 議案第２５号 平成２８年度南関町公共下水道事業特別会計予算につ

いて

日程第２８ 議案第２６号 平成２８年度南関町簡易水道事業特別会計予算につい

て

日程第２９ 議案第２７号 平成２８年度南関町介護保険事業特別会計予算につい
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て

日程第３０ 議案第２８号 平成２８年度南関町介護サービス事業特別会計予算に

ついて

日程第３１ 議案第２９号 平成２８年度南関町浄化槽整備推進事業特別会計予算

について

日程第３２ 議案第３０号 平成２８年度南関町後期高齢者医療特別会計予算につ

いて

日程第３３ 議案第３１号 平成２８年度南関町宅地分譲事業特別会計予算につい

て

日程第３４ 議案第３２号 南関町総合振興計画基本構想を定めることについて

日程第３５ 議案第３３号 南関町過疎地域自立促進計画を定めることについて

日程第３６ 議案第３４号 工事請負契約の変更について

日程第３７ 議案第３５号 業務委託変更契約の締結について

日程第３８ 議案第３６号 町道の路線廃止について

日程第３９ 議案第３７号 町道の路線認定について

日程第４０ 議案第３８号 町道の路線認定について

日程第４１ 議案第３９号 町道の路線認定について

日程第４２ 諮問第 １号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

日程第４３ 諮問第 ２号 人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて

日程第４４ 議案第４０号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第４５ 議案第４１号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第４６ 議案第４２号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第４７ 議案第４３号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第４８ 議案第４４号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第４９ 議案第４５号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第５０ 議案第４６号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第５１ 議案第４７号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ
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とについて

日程第５２ 議案第４８号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第５３ 議案第４９号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

日程第５４ 議案第５０号 南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めるこ

とについて

○議長（酒見 喬君） 議案はお手元に配付してあります。

議案名を事務局長に朗読させますので確認してください。

事務局長。

○議会事務局長（寺本一誠君） ［議案名朗読］

○議長（酒見 喬君） 配付漏れなどはございませんか。

［「なし」と呼ぶ者あり］

○議長（酒見 喬君） 配付漏れなしと認めます。

それでは、ただいまから提案理由の説明を求めます。

担当職員は、順次説明をしてください。

総務課長。

○総務課長（永松泰子君） 私から、第３号議案から第１０号議案まで続けて提案を

させていただきます。

第３号議案、ふるさとなんかん応援寄附金基金条例の制定について、提案理由及

び議案の説明をいたします。

南関町ではふるさと応援寄附金を募っておりますが、近年ホームページでの周知

が図られたことやお礼の特産品を１３品目に追加したことで、本年３月８日現在で

２８０件、５８０万８,０００円の寄附をいただいております。これまでは、寄附

金を総合振興計画に掲げる事業の施策といたしまして、一般財源に充てて活用させ

ていただいておりました。今後は南関町を応援するために寄せられた寄附金を原資

として南関町のまちづくりを実現するための資金として積み立てて財源に充てるこ

ととして、今回ふるさとなんかん応援寄附金基金を設立したいと考えたものでござ

います。

地方自治法第２４１条第１項及び第８項の規定により、目的基金としてふるさと

なんかん応援寄附金基金条例を制定しようとするものでございます。このことによ

りまして、基金を確実かつ効率的に運用し、目的のために基金を積み立て、または

目的のために処分をすることができることとなります。

議案に沿って、主な事項について説明いたします。
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まず、第１条で目的を規定しております。この条例は、ふるさと納税制度を活用

して南関町を応援するために寄せられた寄附金を原資とし、南関町のまちづくりを

実現するための事業の財源に充てるため、ふるさとなんかん応援寄附金基金を設置

すると定めているところでございます。

次に、第２条で、積立額につきまして、一般会計歳入歳出予算で定めることとし

ているところです。さらに運用益金、預金利子ですが、その処理につきましては、

地方自治法第２４１条第４項の規定により予算に計上して基金に繰り入れるものと

しております。

第６条で処分といたしまして、特定の目的基金でありますので、目的を達成する

ために必要な経費の財源に充てる場合に限り、積立金の全部、または一部を処分す

ることができるとしております。

第７条で、委任規定といたしまして、この条例に定めるもののほか、基金の管理

及び処分に関し必要な事項は町長が別に定めるとしております。

附則といたしまして、この条例は平成２８年４月１日から施行すると定めており

ます。

以上をもちまして、ふるさとなんかん応援寄附金基金条例の制定について、提案

理由及び議案の説明を終わります。よろしく御審議の上、御承認賜りますようお願

いいたします。

第４号議案、南関町庁舎等建設基金条例の制定について、提案理由及び議案の説

明をいたします。

南関町の庁舎及び公民館につきまして、耐震に問題があることから、この庁舎、

公民館の在り方について南関町庁舎等検討委員会で一昨年から検討を続け、提言を

受けたところまで進んでおります。今後は、庁舎等の建設につきまして、庁舎建設

計画を策定し、改めて住民の方々の代表による南関町庁舎等建設委員会を立ち上げ

ていく予定でございます。このことを受けまして、庁舎等の建設に係る財源の確保

のために資金を積み立てる基金を創設したいと考えたものでございます。地方自治

法第２４１条第１項及び第８項の規定により目的基金として南関町庁舎等建設基金

条例を制定しようとするものでございます。

議案に沿って主な事項について説明いたします。

まず、第１条で設置を規定しております。庁舎建設基金に充てるために南関町庁

舎等建設基金を設置するとしております。

次に、積立額として、第２条に基金として積み立てる額は毎年度一般会計歳入歳

出予算で定める額とすると規定しております。さらに運用益金の処理につきまして

は、地方自治法第２４１条第４項の規定により予算に計上して基金に繰り入れるも
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のとしております。

第６条で、処分といたしまして、特定の目的基金でありますので、目的を達成す

るために必要な経費の財源に充てる場合に限り、積立金の全部または一部を処分す

ることができるとしています。

第７条で、委任規定といたしまして、この条例に定めるもののほか基金の管理及

び処分に関し必要な事項は町長が別に定めるとしているとしているものでございま

す。

附則として、この条例は平成２８年４月１日から施行すると定めております。

以上をもちまして、南関町庁舎等建設基金条例の制定について、提案理由及び議

案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願いいたしま

す。

第５号議案、南関町土地開発基金条例を廃止する条例の制定について、提案理由

及び議案の説明をいたします。

南関町土地開発基金条例につきましては、地価の急激な高騰時に迅速に公共用に

供する土地を取得するため、当該基金を設置し運用してまいりましたが、公共施設

等の新規整備はほぼ完了し、今後はかつての規模の土地取得は見込めないと考えま

して、当該基金条例を廃止することとしたものでございます。

議案に沿って、主な事項について説明いたします。

南関町土地開発基金条例は廃止するとしております。

附則第１項といたしまして、この条例は施行期日を公布の日からとして、第２項

で、この条例の施行日において南関町土地開発基金に積み立てられている基金は、

南関町一般会計に繰り入れるものとしており、このことにより基金の全部を処分す

ることとなります。残存する財産は平成２８年度の歳入歳出予算に繰入金として計

上することとなります。

以上をもちまして、南関町土地開発基金条例を廃止する条例の制定について、提

案理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお

願いいたします。

第６号議案、南関町行政不服審査会条例の制定について、提案理由及び議案の説

明をいたします。

この南関町行政不服審査会条例の制定は、行政不服審査法が平成２６年に全部改

正をされております。そして、平成２８年４月１日を施行日とするその法律が成立

し、これに伴い、条例を新たに制定したり改正したりする必要が生じたことによる

ものでございます。

行政不服審査法の全部改正は住民の権利、救済のための手続きを定めるもので、
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公正な手続きを担保するための規定を整理しているものでございます。中でも旧法

では行政等の処分に対して不服申し立てをする場合、審査請求と異議申し立ての二

本立てとなっておりましたが、今回新法では審査請求だけの一本化とし、また審査

手続き方法も改正されまして、審査員が中立的な立場で実質的な審査を行い、その

審査結果を第三者的な立場の附属機関である行政不服審査会に諮問して、チェック

機能を発揮させるという手続きが設けられたところでございます。

さらに、今回この条例には関係はないことではございますが、不服申立期間につ

いても、申立人に配慮して、旧法が６０日としていたところを新法では３カ月とし

ておよそ１カ月延期をしております。

以上のような、行政不服審査法の全部改正がありましたので、不服申し立てがあ

った際に公正性を高めるために今回南関町行政不服審査会を置く条例を制定するも

のでございます。

議案に沿って、主な事項について説明いたします。

最初に、趣旨として、第１条で、この条例は平成２６年法律第６８号で全部改正

されました行政不服審査法に基づき、南関町行政不服審査会の設置、組織及び運営

について必要な事項を定めると決めております。

第２条では、行政不服審査法に基づいて不服申し立てがされ、審議手続きを経て、

審査員の意見書の提出を受けたときは町は町の執行機関の第三者機関である南関町

行政不服審査会に対して諮問しなければならないとされているもので、南関町の場

合は、現在の不服申し立てがほとんどない状態でしたので、常設とする必要はなく、

その事件ごとに第三者機関を置き、その不服申し立てに係る調査審議が終了したと

きは廃止をするというものにしたものでございます。

また、第３条では審査会は委員５人以内をもって組織するとして、その委員は審

査会の権限に属する事項に関し、公正な判断をすることができ、かつ法律または行

政に対して優れた見識を有するもののうちから町長が委嘱すると定めております。

当然常設の審査会ではありませんから、審査会が廃止されるときは委員は解任され

るものといたします。

また、委員には守秘義務が課せられ、職務上知ることができた秘密を漏らしては

ならない。その職を退いた後も同様とするとしておりまして、第９条において罰則

を設けております。１年以下の懲役または５０万円以下の罰則、罰金というように、

町の条例では厳しい罰則としております。

なお、第５条と第６条には、審査会の組織と運営を定めているところです。審査

会の庶務は総務課において処理し、委員委任として審査会の調査審議の手続きに関

し必要な事項は会長が審査会に諮って定めるとしております。
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附則といたしまして、この条例は平成２８年４月１日から施行します。

以上で、南関町行政不服審査会条例の制定について、提案理由及び議案の説明を

終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願いいたします。

○議長（酒見 喬君） 説明の途中ですが、ここで１０分間休憩します。

－－－－－－－○－－－－－－－

休憩 午前１１時０３分

再開 午前１１時１３分

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

総務課の説明を続行してください。

総務課長。

○総務課長（永松泰子君） 第７号議案、南関町一般職の職員の給与に関する条例の一

部を改正する条例の、平成２７年４月１日を適用日とする遡及する条例の制定につ

いて、提案理由及び議案の説明をいたします。

今回は、平成２８年４月１日を施行日とする第８号議案と分けて提案させていた

だくものでございます。この条例改正は、平成２７年の人事院勧告に基づく改正と

あわせて熊本県人事委員会勧告に基づく改正でございます。まず人事院勧告の主な

内容といたしましては、特別給として期末勤勉手当の率が民間事業所の特別給の支

給割合を０.１１月分下回っているということから、民間の特別給の支給割合に見

合うよう、支給月数を０.１月分引き揚げる必要があるとする勧告を行っているも

のです。またその引上げ分を勤務実績に応じた給与を推進するために、勤勉手当に

配分することとしております。

このことを受けまして、町は民間従業者と公務員との格差を考慮して均衡が保た

れるよう平成２７年４月１日から一般職員の勤勉手当の支給率について０.７５月

分を０.８５月分にして、０.１月分増額改定するものであります。また同じく再任

用職員の勤勉手当の額につきましても、０.３５月分を０.４月分とし、０.０５月

分を増額回答するものでございます。議案中では、第１５条第２項第１号で、従前

の勤勉手当は６月、１２月同額でございましたので、今回に限り６月に支給する分

は１００分の７５として、１２月に支給する分を１００分の８５に改めることとし

ております。同じく、第２号では再任用職員について、同様に６月に支給する場合

は１００分の３５、１２月に支給する場合は１００分の４０に改めることとしてい

るところでございます。

続きまして給料月額の改正でありますが、給料表を改正するものでございます。

現在の給料月額を引き上げる改正の給料月額表でございます。この給料表の改正は、
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同じく平成２７年４月１日から施行します。町は従前は国の人事院勧告を基本とし

ておりましたが、昨年の人事院勧告に準じた改定では、公民格差は解消できないと

判断をいたしまして、町の従前の給料表を使用していたところでございます。この

たび、国の人事院勧告では若年層に重点を置いた俸給表の引上げはされておりまし

たので、給料表の水準の引上げを行うことが適当であるといたしまして、熊本県人

事委員会の勧告に基づいて若年層の給料を２,５００円、その他についてはそれぞ

れ１,１００円引き上げることとした改定を行うものでございます。このことによ

りまして、職員給料の増額分は一月当たりが２９万８,６７３円となり、１年では

３５８万４,０７６円となります。職員１人当たり年間で２万８,４４５円の増額と

なる見込みでございます。町といたしましては、職員数の減少傾向が続いておりま

す中で、公務に精錬している職員の士気を高め今後ますます住民サービスの向上を

目指して職員が持てる力を発揮してくれるものと期待をしているところでございま

す。給料表は別表第１のとおりです。

附則といたしまして、先ほどから何回か申し上げておりますとおり、適用日を平

成２７年４月１日からとして遡及するものとしております。

改正附則の第２条では、適用日において級を異にする異動をした場合、その場合

においては給与改正条例に伴って他の職員との均衡を失しないように町長が定める

というふうに規定をしています。

また、附則３条では、改正前の南関町一般職の職員の給与に関する条例の規定に

基づいて支給された給与は、改正後のこの給与条例の規定による給与の内払いとみ

なすということで、差額を支給することとなるということを規定しているものでご

ざいます。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願いいたします。

続きまして、第８号議案、南関町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例の、平成２８年４月１日を施行日とする条例の制定についてを、提案理由

及び議案の説明をいたします。

国は給与制度の総合的見直しを平成２７年度から実施しております。他の自治体

も遅ればせながらではありますが、国に準じて給与制度の総合的見直しに取り組ん

でおりますことから、情勢適応の原則に照らして、町も平成２８年４月１日から国

の給料表へ切り替えを行います。このことによりまして、若年層については、全体

で月額７万１,９００円増額となり、１人当たり２,２４６円増額になる見込みです

が、その他の職員は、全体で月額５０万８,５００円の減額となり、１人当たり５,

４０９円減額となる見込みでございます。

そこで、激変の緩和策といたしまして、国は３カ年の現給保障期間を設けており

ました。そこで町は１年遅れで、この総合的見直しに取り組むことになりますので、
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あと２年間の現給の保障を設けて、平成３０年３月３１日までは現給を保障するも

のでございます。

議案で、主なものについて説明をいたしますと、第１条中では、地方公務員法の

改正に基づいて項ずれを起こしておりました。第２項が削除されまして、そして第

６項が第５項にずれたことによる改正でございます。ちなみに、この条例のこの規

則の項は、職員の給与、勤務時間、その他の勤務条件は条例で定めるというふうに

定めているものでございます。

次に、第３条第２項の中で改正が、地方公務員法の改正で、条例において級別職

務分類表を改正して、適正な職務を示すように規定をされましたので、改めて町で

は等級別基準職務表を定めて、そこに添付をさせていただいております。

それから、第１１条の改正は、平成２８年４月から山の日が新たに祝日として制

定されたことに伴いまして、時間外勤務手当等に活用する勤務１時間当たりの給与

の算出に影響が出てまいります。現在、年末年始及び祝日を控除して計算するとし

ておりました。その祝日が１日増えることによりまして、計算式の分母が減ります

ので、若干ですけれども、勤務１時間当たりの給与が職員に対して増えることとな

ります。

また、第１４条の改正は、行政不服審査法の全部改正による改正で、第１５条第

２項第１号では、平成２７年１２月に増額改定した支給率、これは勤勉手当ですが、

この勤勉手当の支給率を６月、１２月ともに１００分の８０に改め、同項第２号で

は再任用職員についても同様に６月、１２月ともに１００分の３７.５を支給する

こととする改正でございます。

別表第１で給料表を改正して、別表第２で等級別基準職務表を新ためてそこに表

しております。

附則といたしましては、平成２８年４月１日施行としておりまして、附則第２条

では適用日において、級を異にする異動をした場合においては、給与条例の改正に

伴って他の職員との均衡を失しないように町長が定めることを規定していることで

ございます。

また、改正附則第３条では、激変の緩和策として総合的見直しに取り組むことと

なることから、あと２年間の現給の保障を設け、平成３０年３月３１日までは現給

を保障するとしているものでございます。

以上で、南関町一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて、提案理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますよう

よろしくお願いいたします。

第９号議案でございますが、先ほど議長からお話がございました議案書に誤りが
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ございましたので差し替えのお願いをしております。申し訳ありませんでした。

では、第９号議案、行政不服審査法の改正に伴う関係条例の整備に関する条例の

制定としております。このことにつきましてですが、実情といたしましては、行政

不服審査法の改正に伴う関係条例を、その一部を改正する条例でございます。この

条例は５本の条例から成り立っておりまして、同一の理由による条例改正でござい

ますので、この１本で整理をすることといたしました。それぞれの条例を条立てて

表記をしております。

まず、行政不服審査法第３８条第４項は同条第６項で、また第７８条第４項は第

８１条第３項で、それぞれ読み替えられることにより、地方公共団体で審理員が行

う提出書類等の写しなどの交付の際の手数料及び同法第８１条の期間が主張書面等

の写しを交付する際の手数料の徴収及び実費の範囲内での金額を条例で定めること

としているところから、この改正を行うものでございます。

まず、第１条は、南関町手数料条例の一部の改正でございます。

第１条中手数料の次に、行政不服審査法の規定により、その事務につき徴収する

手数料を追加し、第５条は納入についての規定ですが、手数料を納入しなければな

らないという規定に、町長または行政不服審査法第３８条の規定に基づき、審査員

が行う提出書類等の写し等の交付にあっては審理員が、また同法第８１条の規定に

基づき、同条の機関が行う主張書面等の写しの交付にあっては、当該機関が特別の

理由があると認めた場合は、この限りでないと、例外規定を設けているものでござ

います。

次に、別表のうち、乗合タクシーの次の項に、行政不服審査法第３８条の規定に

基づき、審理員が行う提出書類等の写し等の交付、それから、行政不服審査法第８

１条の規定に基づき、同条の機関が行う主張書面等の写し等の交付の手数料につい

ては、そこに規定をしておりますが、これは、南関町情報公開条例施行規則の別表

第２を準用した形で、同じ金額を定めております。

続いて、大きな第２条は、南関町固定資産評価審査委員会条例の一部改正につい

てでございます。その中で、第４条第２項において示されている審査の申し出の中

に第２号として、審査の申し出に係る処分の内容というのを追加しております。ま

た、審査申出人に係る規定について、第６項として、審査申出人は代表者若しくは

管理人、総代または代理人がその資格を失ったときは書面でその旨を委員会に届け

なければならないというところを追加するものでございます。

また、第６条は書面審査についてを規定をしておりますが、その第６条に第２項

として、前項の規定にかかわらず行政手続き等における情報通信の技術の利用に関

する法律第３条第１項の規定により、同項に規定する電子情報処理組織を使用して
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弁明がされた場合には、前項の規定に従って弁明書が提出されたこととみなすとし

ております。

また、行政不服審査法第３８条第４項を、地方税法第４３３条第１１項で読み替

えられることにより、納付しなければならない手数料についてを定め、また、同じ

く地方税法第４３３条第１１項で読み替えられる、行政不服審査法第３８条第１項

の規定による交付を受ける審査申出人が経済的困難により手数料を納付する気力が

ないと認めるときは、同項の規定による交付の求め１件につき２,０００円を上限

として手数料を減額し、または免除することができるとするものでございます。

次に、大きな第３条、南関町行政手続条例の一部を改正するものでございますが、

処分及び行政指導の適用除外について定める第３条第１０号中、異議申し立て、そ

の他の不服申し立て及び決定その他の処分を削るものでございます。これは、旧法

では行政等の処分に対して不服申し立てをする場合、審査請求と異議申し立てとの

二本立てとなっていたものを、今回新法では審査請求だけの一本化にしたことによ

る改正でございます。

次に、大きな第４条、南関町情報公開条例の一部を改正するものでございます。

情報公開の不服申し立ての第１９条の、「決定等」の次に、「又は開示請求に係る

不作為」を加えることとしております。行政処分には、この不作為も対象になるか

らでございます。

また、情報公開の不服申し立てには、審理員制度は適用がないとしております。

最後に、大きな第５条、南関町個人情報保護条例の一部を改正するものとしてお

りますが、不服申し立ての審査会への諮問を規定をしております第４２条、利用停

止決定等または開示請求、訂正請求若しくは利用停止請求に係る不作為が行政不服

審査法の対象にあることから、第２号、第３号及び第４号においても、旧法では決

定がなされたことを裁決と、改正することに伴う整理も行っているところでござい

ます。

また、個人情報保護の不服申し立てにも審理員制度は適用がないとしております

し、字句の訂正をしているものもございます。

以上、５本の条例改正については、平成２８年４月１日から施行するとしており

ます。そして、改正後の南関町固定資産評価審査委員会条例の適用区分を、平成２

８年度以後の年度分の固定資産税に係る固定資産について、固定資産課税台帳に登

録された価格に係る審査の申し出についてのみ適用することとして、それ以前の申

し出についてはなお従前の例にするということにしております。

以上で、行政不服審査法の改正に伴う関係条例の整備に関する条例の制定の提案

理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願
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いいたします。

第１０号議案、地方公務員法の改正に伴う関係条例の整理に関する条例の制定に

ついて、提案理由及び議案の説明をいたします。

平成２６年５月に交付されました地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を

改正する法律が、平成２８年４月１日に施行されることに伴いまして、地方公務員

法において任用、給与、分限、その他の人事管理の基礎とするために、職員がその

職務を遂行するにあたり発揮した能力及び掲げた業績を把握した上で行われる勤務

成績の評価を取り入れるという人事評価制度の導入によりまして、能力及び実績に

基づく人事管理の徹底を図ることを規定する法の改正が行われたものです。それに

よりまして、また同じように条立てて一括して条例を改正するもので、それぞれ一

つずつの条例を条立てて改正をしております。３条までございます。

第１条におきましては、南関町職員の育児休業等に関する条例の一部改正といた

しまして、地方公務員法第２４条の給与、勤務時間その他の勤務時間の根本基準の

整理によって、改正に基づいて、第２項が削除されましたので、第６項が第５項に

ずれたことによる改正でございます。

第２条におきましても前条と同様に、地方公務員法が項ずれを起こしましたこと

による改正でございます。

第３条におきましては、南関町人事行政運営についての評価でございますが、こ

こにつきましては、人事行政の運営等の状況の公表についてでございますが、公表

の内容につきまして、７号といたしまして、職員の服務の状況を追加をしておりま

す。それから第５号としまして、職員の休業の状況、第２号といたしまして、職員

の人事評価の状況というものを追加をしております。

それから、第５条中でございますが、公表する方法ということで、第３号にイン

ターネットの利用により閲覧する方法というものを追加したものでございます。

以上で、地方公務員法の改正に伴う関係条例の整備に関する条例についての提案

理由及び議案の説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願

いいたします。

○議長（酒見 喬君） 福祉課長。

○福祉課長（北原宏春君） 福祉課から、第１１号議案から第１３号議案まで続けて御

説明させていただきます。

まず、第１１号議案、南関町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運

営基準に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして、提案理由及び内容

の御説明を申し上げます。

南関町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営基準に関する条例の
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一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものでございます。

提案理由は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法

律の整備等に関する法律の施行に伴う、指定地域密着型サービスの事業の人員、設

備並びに運営に関する基準の改正に伴い、条例の一部を改正する条例を町で制定す

る必要があるため御提案申し上げるものでございます。

今回の改正の主なものといたしましては、地域密着型通所介護の創設ということ

で、小規模な通所介護につきましては、少人数で生活圏域に密着したサービスであ

ることから、地域との連携や運営の透明性の確保が必要であり、また町が地域包括

ケアシステムの構築を図る観点から、整合性のあるサービス基盤の整備を行う必要

があるため、平成２８年４月１日から地域密着型に移行となること。また、利用定

員９人以下の療養通所介護も同様に移行されることなどによるものでございます。

提案いたします南関町の基準につきましては、厚生労働省令のうち指定地域密着

型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準の一部改正に基づき、同基準

に従いまして改正し定めるものでございます。

次のページをお願いいたします。主な改正内容について御説明いたします。

南関町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営基準に関する条例の

一部を次のように改正するといたしまして、目次中第３章の次に次の１章を加える

といたしまして、第３章の２、地域密着型通所介護の目次を加えるものでございま

す。

飛びまして、次に下のほうになりますが、第５９条の次に、次の１章を加えると

いたしまして、第３章の２、地域密着型通所介護、第１節、基本方針、見出し。

第５９条の２で、指定地域密着型サービスに該当する地域密着型通所介護の事業

は、要介護状態になった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維

持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利

用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び

精神的負担の軽減を図るものでなければならないと定めるものでございます。

次の２ページを御覧ください。

第２節、人員に関する基準につきまして、第５９条の３で、従業者の員数につい

て定めておりまして、第１項では、次のとおりとするとしまして、生活相談員、看

護師又は准看護師、介護職員、機能訓練指導員について、以下、右の次のページに

なりますが、第８項まで従業者の員数について定めております。また、第５９条の

４では管理者について定めるものでございます。

次に４ページを御覧ください。５行目になりますが、第３節で、設備に関する基
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準といたしまして、第５９条の５で第５項まで設備及び備品等について定めるもの

でございます。

５ページを御覧ください。２行目、第４節で、運営に関する基準といたしまして、

第５９条の６で、心身の状況等の把握について定め、第５９条の７では、利用料等

の受領について第５項まで定めるものでございます。

６ページを御覧ください。６行目、指定地域密着型通所介護の基本取扱方針、第

５９条の８、指定地域密着型通所介護は利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止

に資するよう、その目標を設定し、計画的に行わなければならない。

第２項で、指定地域密着型通所介護事業者は自らその提供する指定地域密着型通

所介護の質の評価を行い、常にその改善を図らなければならないと定め、第５９条

の９で、その通所介護の具体的取扱方針について、第６号まで定めるものでござい

ます。

７ページを御覧ください。第５９条の１０で、地域密着型通所介護計画の作成に

ついて、第５項まで。第５９条の１１で、管理者の責任について、第２項まで定め、

第５９条の１２で運営規程について定めるものでございます。

８ページを御覧ください。５行目、第５９条の１３では勤務体制の確保について、

第１項から第３項まで、第５９条の１４で定員の遵守について、第５９条の１５で

非常災害対策について、第５９条の１６で衛生管理等について、第１項、第２項で

定めるものでございます。

９ページを御覧ください。第５９条の１７では地域との連携等について、第１項

から第５項まで定めるものでございます。第５９条の１８で、事故発生時の対応に

つきまして、第１項では地域指定密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地

域密着型通所介護の提供により、事故が発生した場合は町、当該利用者の家族、当

該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講

じなければならないとし、以下、２項から４項まで定めるものでございます。

１０ページを御覧ください。４行目です。第５９条の１９では、記録の整備につ

いて。第１項で事業者は従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備してお

かなければならないとし、第２項で記録の整備、保存期間に関することについて、

第５９条の２０では、規定の準用に関して定めるものでございます。

次に、第５節では、指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運

営に関する基準について定めるものでございます。

第１款、この節の趣旨及び基本方針。

この節の趣旨、第５９条の２１で、第１節から第４節までの規定にかかわらず、

指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準につい
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ては、その節の定めるところによるといたし、次の１１ページを御覧ください。７

行目、第５９条の２２で基本方針について、第１項、第２項に定めるものでござい

ます。

中断下の第２款、人員に関する基準では、第５９条の２３で、従業者の員数につ

いて、第１項、第２項に定め、第５９条の２４では管理者について、第１項から第

３項までに定めるものでございます。１２ページを御覧ください。７行目、第３款、

設備に関する基準といたしまして、第５９条の２５で利用定員につきまして、それ

から第５９条の２６では設備及び備品等について、第１項から第４項に定めるもの

でございます。

下の第４款では運営に関する基準を定めるものでございます。第５９条の２７で

内容及び手続きの説明及び同意について、次の１３ページ、第５９条の２８で心身

の状況等の把握について、第５９条の２９で事業者等との連携について、第１項か

ら第４項まで、また第５９条の３０で指定療養通所介護の具体的取扱方針について、

５号まで定めるものでございます。

次に、１４ページをお願いいたします。中段、第５９条の３１、療養通所介護計

画の作成について、第１項では管理者は利用者の心身の状況、希望及びその置かれ

ている環境を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達成するための具体的なサ

ービスの内容等を記載した療養通所介護計画を作成しなければならないと定め、以

下第６項まで定めるものでございます。

次に、１５ページを御覧ください。３行目、第５９条の３２で、緊急時の対応に

つきまして、第１項から第５項に、第５９条の３３では管理者の責務について、第

１項から第５項に定めるものでございます。

１６ページをお願いいたします。３行目、第５９条の３４では運営規程につきま

して第１号から第９号まで、第５９条の３５では緊急時の対応医療機関について、

第５９条の３６では、安全・サービス提供管理委員会の設置について定めるもので

ございます。

１７ページを御覧ください。４行目、第５９条の３７では記録の整備について、

第１項、第２項に、第５９条の３８では規定の準用に関して定めるものでございま

す。一番下の行になりますが、第６０条中「（法第５号の２に規定する認知症をい

う。以下同じ。）」を削るから、２０ページにかけましては、今回の法令等の改正

に伴うものの改め等でございます。

２０ページをお願いいたします。最後に附則といたしまして、施行期日及び経過

措置に関して定めるものでございます。

以上で、南関町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営基準に関す
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る条例の一部を改正する条例の制定につきましての説明を終わります。

御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。

続きまして、第１２号議案、南関町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営基準等に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして、

提案理由及び内容の御説明を申し上げます。

提案理由は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法

律の整備等に関する法律の施行に伴う指定地域密着型介護予防サービスの事業の人

員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための

効果的な支援の方法に関する基準の改正に伴い、条例の一部を改正する条例を町で

制定する必要があるために御提案申し上げるものでございます。

提案いたします南関町の基準につきましては、厚生労働省令の基準の一部改正に

基づき同基準に従いまして改正し定めるものでございます。

次のページをお願いいたします。主な改正内容について御説明いたします。

条例の一部を次のように改正するということで、２行飛ばしまして、８行目にな

ります。第３９条、地域との連携等に関する規定になりますが、第１項及び第２項

を次のように改めるとしまして、第１項で、運営推進会議に関することにつきまし

て、指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、指定介護予防認知症対応型通所

介護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、町の職員又

は当該指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が所在する区域を管轄する法第１

１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの職員、介護予防認知症対応

型通所介護について知見を有する者等により構成される協議会を設置し、おおむね

６月に１回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価

を受けるとともに、運営推進会議から必要な要望、助言等を聞く機会を設けなけれ

ばならないと定めるものでございます。

第２項では、記録の作成、記録の公表について定めるものでございます。

また、第３９条に次の３項を加えるといたしまして、第３項で指定介護予防認知

症対応型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては地域住民又はその自発的

な活動等との連携及び協力を行うなどの地域との交流を図らなければならないとし、

第４項で事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定介護予防認知症対

応型通所介護に関する利用者からの苦情に関して、町等が派遣する者が相談及び助

言を行う事業、その他の町が実施する事業に実施する事業に協力するよう努めなけ

ればならないとし、第５項では、事業者は指定介護予防認知症対応型通所介護事業

所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対して通所介護を提供する場合

には、当該建物に居住する利用者以外の者に対しても通所介護の提供を行うよう努
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めなければならないと定めるものでございます。

次に、第４０条、記録の整備第２項に第６号といたしまして、次のページになり

ますが、前条第２項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録を加えるものでご

ざいます。

以下は、関係いたします条文の読替規定等の改正等を行うものでございます。

最後に、附則といたしまして、施行期日及び経過措置に関して定めるものでござ

います。

以上で、南関町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営基

準等に関する条例の一部を改正する条例の制定につきまして、御説明を終わります。

御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。

続きまして、第１３号議案、南関町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例の制定につきまして、提案理由及び内容の御

説明を申し上げます。

当該条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定するものでございます。

提案理由は、児童福祉施設最低基準の一部を改正する省令及び家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令、児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準の一部を改正する

省令の施行に伴い、条例の一部を改正する条例を町で制定する必要があるため御提

案申し上げるものでございます。

提案いたします南関町の基準につきましては、厚生労働省令の家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準の一部改正に基づきまして、同基準に従いまして改正

し、定めるものでございます。

次のページをお願いいたします。主な改正内容について御説明いたします。

４行目になりますが、南関町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を次のように改正するといたしまして、第２８条は、小規模保育事

業の設備の基準を定めているものですが、これは建築基準法施行令の改正に伴いま

して改めるものでございます。

次に、第２９条及び第３１条は、職員に関する規定ですが、第２９条第３項及び

第３１条第３項中「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」に改めるものでござ

います。

次に、第４３条は、保育所型事業所内保育事業所の設備の基準に関する規定です

が、建築基準法施行令の改正に伴うもので、第２８条の改正と同じでございます。

次に、中ほどの第４４条第３項及び第４７条第３項の改正は、第２９条の改正と

同じでございまして、「又は看護師」を「、看護師又は准看護師」に改めるもので
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ございます。

次に、附則に次の見出し及び４条を加えるといたしておりまして、（小規模保育

事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員配置に係る特例）との見出しで、

附則第６条といたしまして、当分の間、第２９条第２項各号又は第４４条第２項各

号に定める数の合計数が１となる時は、保育士の数は１人以上とすることができる。

ただし、配置される保育士の数が１人となる時は、当該保育士に加えて、保育士と

同等の知識及び経験を有すると町長が認める者を置かなければならないと定めるも

のでございます。

次のページを御覧ください。第７条といたしまして、当分の間、第２９条第２項

又は第４４条第２項に規定する保育士の数の算定につては、幼稚園教諭若しくは小

学校教諭又は養護教諭の普通免許状を有する者を、保育士とみなすことができると

定めるものでございます。

次に、第８条では、研修代替要員等の加配時における保育士以外の人員配置の弾

力化について定めるものでございます。

次に、第９条で、全２条の規定を適用する時は、保育士の数を３分の２以上置か

なければならないと定めるものでございます。３分の２以上は保育士ということで、

定めるものでございます。

最後に、附則といたしまして、この条例は、平成２８年４月１日から施行する。

ただし、第２８条第７号イ及び第４３条第８号イの改正規定は、平成２８年６月１

日から施行すると定めるものでございます。

以上で、南関町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例の制定につきましての説明を終わります。御審議の上、御承認賜

りますようよろしくお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） 建設課長。

○建設課長（古澤 平君） 大変申し訳ありませんが、差し替え分で説明させていただ

きます。

第１４号議案、南関町下水道条例の一部を改正する条例の制定について、御説明

申し上げます。

提案理由及び改正内容につきましては、熊本県の排水設備工事責任技術者の資格

認定に関する試験及び更新講習に関する事業の受託法人の名称が、公益財団法人下

水道技術センターから公益財団法人上下水道サービス公社に改められたためでござ

います。また、下水道法施行令の一部を改正する政令が施行され、下水道に排出さ

れるトリクロロエチレンについて、水質汚濁防止法における排水基準が１リットル

当たり０.３ミリグラムから０.１ミリグラムに規制強化されたことに伴い、下水道
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法における排除基準も同様に強化されたために条例の一部改正が必要となりました。

次ページをお願いいたします。条例案でございます。南関町下水道条例の一部を

改正する条例。

南関町下水道条例（平成１３年条例第３号）の一部を次のように改正する。

第７条の２第２項第２号中「公益財団法人下水道技術センター」を「公益財団法

人上下水道サービス公社」に改める。

第１３条第１項第１０号中「０.３」を「０.１」に改める。

附則、この条例は平成２８年４月１日から施行するとするものでございます。

以上で説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し

上げます。

○議長（酒見 喬君） 説明の途中ですが、ここで昼食のため１時まで休憩します。

－－－－－－－○－－－－－－－

休憩 午後０時０１分

再開 午後１時００分

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

１５号議案、総務課からの説明を行ってください。総務課長。

○総務課長（永松泰子君） 第１５号議案、平成２７年度南関町一般会計補正予算（第

６号）について、御説明申し上げます。予算書１ページをお開きください。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３,２６６万円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ５８億４,３３３万６,０００円とするものでございま

す。

繰越明許費の補正につきましては、今年度内に支出が終わらないと見込まれる事

業を繰り越すものでございます。

また、地方債の補正は、各事業の追加・変更に伴いまして地方債の追加・変更を

行うものでございます。

次のページをお開きください。歳入でございます。

１款町税、１項町民税１,３４０万円を追加し、３億３,２６７万９,０００円と

し、２項固定資産税５３５万円を追加し、５億９,８２３万９,０００円とし、４項

町たばこ税１３０万円を追加し、７,８６２万２,０００円とするものでございます。

１０款地方交付税、１項地方交付税３２４万５,０００円を追加し、１９億２,９

０８万９,０００円とするものでございます。

１２款分担金及び負担金、１項分担金３７万３,０００円を減額して、４４万７,

０００円とし、２項負担金２２８万５,０００円を減額し、９,２０４万８,０００



－ 3 8 －

円とするものでございます。

１３款使用料及び手数料、１項使用料２０万円を追加し、１億７２４万９,００

０円とし、２項手数料１７万６,０００円を追加し、１,５０１万円とするものでご

ざいます、

１４款国庫支出金、１項国庫負担金８３４万７,０００円を追加し、３億８,０８

４万５,０００円とし、２項国庫補助金４,６５９万９,０００円を追加し、４億２,

７９７万４,０００円とし、３項国庫委託金２万７,０００円を追加し４,３０２万

１,０００円とするものでございます。

１５款県支出金、１項県負担金１,６９２万６,０００円を追加し、２億３,６４

８万２,０００円とし、２項県補助金７３９万２,０００円を追加し、２億７,３９

８万円とし、３項県委託金４９万１,０００円を減額し、２,５０７万５,０００円

とするものでございます。

１６款財産収入、２項財産売払収入２,６９０万４,０００円を追加し、２,６９

０万４,０００円とするものでございます。

１７款寄附金、１項寄附金１４１万４,０００円を追加し、５８１万５,０００円

とするものでございます。

１８款繰入金、１項基金繰入金５,７７６万３,０００円を減額し、７,９３８万

８,０００円とし、２項特別会計繰入金４,６７５万７,０００円を減額し、９９１

万５,０００円とするものでございます。

２０款諸収入、１項延滞金、加算金及び過料１９万４,０００円を追加し、７２

万１,０００円とし、４項雑入４４３万５,０００円を追加し、１億６３０万３,０

００円とするものでございます。

２１款町債、１項町債６,０９０万円を減額して、７億６６万２,０００円とする

ものでございます。

歳入合計５８億７,５９９万６,０００円のところを、３,２６６万円減額して、

５８億４,３３３万６,０００円とするものでございます。

次のページをお開けください。歳出でございます。

１款議会費、１項議会費１０９万１,０００円を減額して、８,８４１万６,００

０円とするものでございます。

２款総務費、１項総務管理費３,０３６万９,０００円を追加し、６億２,５８９

万３,０００円とし、２項徴税費２４万３,０００円を減額し、１億６７６万４,０

００円とし、３項住民基本台帳費８９万１,０００円を追加し、３,０７１万６,０

００円とし、４項選挙費３３万５,０００円を追加し、１,４７７万２,０００円と

し、５項統計調査費１２万４,０００円を減額し、７８０万１,０００円とし、６項
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監査委員費２９万円を減額し、１０８万８,０００円とするものでございます。

３款民生費、１項社会福祉費２,９１２万５,０００円を追加し、１３億２９５万

５,０００円とし、２項児童福祉費２８６万２,０００円を追加し、４億８,０９４

万５,０００円とするものでございます。

４款衛生費、１項保健衛生費７８８万円を減額し、２億３,６９７万２,０００円

とし、２項清掃費６６万１,０００円を減額し、２億１,６９３万４,０００円とし、

３項水道費４５万６,０００円を減額し、２９３万２,０００円とするものでござい

ます。

５款農林水産業費、１項農業費１,１１７万３,０００円を減額し、２億７,９９

４万１,０００円とし、２項林業費１４２万７,０００円を減額し、１,０４４万３,

０００円とするものでございます。

６款商工費、１項商工費１１５万３,０００円を減額し、１億４,３３７万６,０

００円とするものでございます。

７款土木費、１項土木管理費２万１,０００円を減額し、７,８１６万３,０００

円とし、２項道路橋梁費３０５万１,０００円を減額し、４億８,９６８万７,００

０円とし、４項住宅費１,６８０万８,０００円を減額し、５,９４０万４,０００円

とし、５項下水道費２３万円を減額し、１億１,１９７万９,０００円とし、６項浄

化槽整備推進事業費３０９万６,０００円を追加して、２,７４３万円とするもので

ございます。

８款消防費、１項消防費１,３５１万５,０００円を減額し、１億８,８６８万５,

０００円とするものでございます。

９款教育費、１項教育総務費８６万３,０００円を減額し、４,２１５万６,００

０円とし、２項小学校費８２万３,０００円を減額し、９,６８６万３,０００円と

し、３項中学校費１,９４６万２,０００円を減額し、８,３１１万３,０００円とし、

４項社会教育費１５万７,０００円を減額し、１億７７４万３,０００円とし、５項

保健体育費２,４６０万４,０００円を減額し、２億６,７５６万２,０００円とする

ものでございます。

１０款災害復旧費、１項農林水産施設災害復旧費、補正額はございませんが、財

源組み替えのための補正となっておりまして、同額とするものでございます。２,

２３２万円とし、２項公共土木施設災害復旧費、同じく組み替えでございます。２,

１３８万５,０００円とするものでございます。

１２款予備費、１項予備費４６９万４,０００円を追加して、３,０８７万８,０

００円とするものでございます。

歳出合計５７億７,５９９万６,０００円のところを、３,２６６万円を減額して、
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５８億４,３３３万６,０００円とするものでございます。

次のページをお開けください。明許繰越費は追加といたしまして、地方創生加速

化事業に５,５５４万６,０００円、情報セキュリティ強化対策事業として１,２５

６万８,０００円、担い手確保・経営強化支援事業として１,０４２万５,０００円、

人・農地問題解決推進事業として３００万円を繰り越すものでございます。

次のページ、地方債は、追加といたしまして、情報セキュリティ強化対策費事業

といたしまして、限度額を５８０万円とし、その下は変更でございますが、ほ場整

備事業では１,０００万円を減額して９８０万円に、公営住宅（事業）整備事業で

は９７０万円を減額して１,８５０万円に、中学校整備事業では１,８８０万円を減

額して３,５８０万円に、社会教育施設整備事業では２,１６０万円を減額して１億

４,１３０万円に、消防防災施設整備事業には３２０万円を減額して９１０万円に、

過疎対策ソフト事業には３４０万円を減額して７,２６０万円に限度額を変更する

ものでございます。

次に、１０ページをお開きください。歳入の内容説明でございますが、主なもの

だけ説明をさせていただきます。

１款町税、１項町民税、１目法人、現年課税分で１,３４０万円を法人税割とし

て増額をするものでございます。これは決算見込みとして増額をいたします。それ

から、同じく固定資産税、１目固定資産税も５３５万円増額をいたしております。

同じく町たばこ税、１目町たばこ税も１３０万円増額するものでございます。

１０款地方交付税、１項地方交付税、１目地方交付税３２４万５,０００円を追

加交付がございましたので、ここに追加をしております。

次、１２ページをお開けください。

１４款国庫支出金、２項国庫補助金、１目総務費国庫補助金でございます。２行

目の地方再生加速化交付金でございます。５,５５４万６,０００円を計上しており

ますが、南関町ふるさと応援団支援事業助成金のものとしてこれを交付を、申請を

しているところでございます。まだ交付決定があっているわけではございませんが、

予定としてここに計上させていただいております。

それから、その２行下、地方公共団体情報セキュリティ強化対策費補助金５８５

万円でございます。町の人口によって総務省が定めた上限額を計上しているもので

ございます。

歳入は以上で終わります。

次、１７ページをお開けください。

歳出の内容説明ですが、主なものだけ説明をさせていただきます。ほとんどが決

算見込みのため減額補正となっておりますので、その件については省略をさせてい
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ただきます。

１８ページをお開けください。

２款総務費、１項総務管理費の一般管理費です。１９節負担金、補助及び交付金

の２行目、退職手当特別負担金１,９１５万円を計上しております。これは、早期

退職者が３名ございましたのでここに計上させていただきました。同じく７目企画

費で、１９節負担金、補助及び交付金ですが、先ほど歳入で申し上げましたふるさ

と応援団支援事業助成金、同額５,５５４万６,０００円でございます。これは、今

年度では再出する見込みはございませんので、繰り越しますが、交付決定がされた

後支援をすることとしているところでございます。

次のページ、同じく総務管理費の１２目電子計算費でございます。細目のところ

で申し上げました情報セキュリティ強化対策委託料でございます。１,２５６万８,

０００円、これは、マイナンバー制度が発足したことに伴いインターネット接続に

ついてのウイルス感染等を防ぐ目的に対策を構築するものでございます。これも平

成２８年度に繰り越して事業を行うこととしております。

飛びますが、３６ページをお開けください。

９款教育費、３項中学校費、１目学校管理費、１５節工事請負費でございます。

１,８８８万８,０００円を減額をしております。この施設整備工事費は決算見込み

によるものでございます。

次に、３８ページをお開けください。

同じく、９款教育費で、６項保健体育費の中で、３目海洋センター施設費の１５

節工事請負費でございます。２,１２６万９,０００円を減額しております。施設整

備工事費で決算見込みによるものでございます。

以上で、予算につきましての説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますよ

うよろしくお願いいたします。

○議長（酒見 喬君） 福祉課長。

○福祉課長（北原宏春君） 第１６号議案、平成２７年度南関町国民健康保険特別会計

補正予算（第４号）につきまして御説明を申し上げます。

今回の予算につきましては、決算見込み等により補正をお願いするものでござい

ます。１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１,０７１万４,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６億８,５０６万３,０００円とするもので

ございます。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。１款国民健康保険税、１項国民健康保険税２２４万６,００
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０円を減額し、２億３,１１３万８,０００円とするものでございます。

３款国庫支出金、１項国庫負担金１,０６５万６,０００円を減額し、２億５,５

６６万９,０００円とし、２項国庫補助金４０１万６,０００円を減額し、１億５,

００５万３,０００円とするものでございます。

４款療養給付費等交付金、１項療養給付費等交付金３,０８６万８,０００円を減

額し、５,５６８万４,０００円とし、５款前期高齢者交付金、１項前期高齢者交付

金７万７,０００円を減額し、３億２,０２９万５,０００円とし、６款県支出金、

１項県負担金１万７,０００円を追加し、１,１７７万３,０００円とし、２項県補

助金５１２万７,０００円を追加し、７,７４７万４,０００円とし、７款共同事業

交付金、１項共同事業交付金９０１万９,０００円を減額し、３億９,９７５万９,

０００円とするものでございます。

９款繰入金、１項他会計繰入金３,８０２万４,０００円を追加し、１億１,３３

３万円とし、１１款諸収入、１項延滞金・加算金及び過料２８４万９,０００円を

追加し、３１５万３,０００円とし、３項雑入１５万１,０００円を追加し、１,０

２９万１,０００円とし、歳入合計補正額１,０７１万４,０００円を減額し、１６

億８,５０６万３,０００円とするものでございます。

３ページをお願いいたします。歳出でございます。

１款総務費、１項総務管理費４万１,０００円を減額し、４４６万円とし、３項

運営協議会費２万８,０００円を減額し、１０万円とするものでございます。

２款保険給付費、１項療養諸費１,０１６万７,０００円を減額し、８億６,９８

９万２,０００円とし、２項高額療養費１７４万９,０００円を減額し、１億３,４

３８万１,０００円とし、３項助産諸費８４万円を減額し、４６２万円とし、４項

葬祭諸費１６万円を減額し、４４万円とするものでございます。

３款後期高齢者支援金等、１項後期高齢者支援金等１,５９２万３,０００円を減

額し、１億５,１６３万２,０００円とし、４款前期高齢者納付金等７万１,０００

円を減額し、１０万１,０００円とするものでございます。

６款介護納付金、１項介護納付金８７０万７,０００円を減額し、６,０３３万５,

０００円とし、７款共同事業拠出金、１項共同事業拠出金２７５万７,０００円を

減額し、３億６,８２０万９,０００円とするものでございます。

８款保健事業費、１項特定健康診査等事業費１８５万７,０００円を減額し、８

３３万５,０００円とし、２項保健事業費２３４万４,０００円を減額し、６００万

６,０００円とし、１１款諸支出金、１項償還金及び還付加算金３万円を追加し、

９０５万４,０００円とし、１２款予備費、１項予備費３,３９１万円を追加し、６,

７４８万１,０００円とし、歳出合計補正額１,０７１万４,０００円を減額し、１
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６億８,５０６万３,０００円とするものでございます。

６ページをお願いいたします。歳入の内容説明でございます。款・項・目・節の

部分の補正額の大きなもの、主なものについて御説明を申し上げます。

１款、１項、１目一般被保険者国民健康保険税、１節医療費給付費分現年度課税

分２３６万７,０００円、２節後期高齢者支援金分現年課税分９７万７,０００円を

追加し、４節医療給付費分滞納繰越分１５０万円、５節後期高齢者支援金分滞納繰

越分３０万円、６節介護納付金分滞納繰越分１０万円を減額するもので、決算見込

額によるものでございます。

２目退職被保険者等国民健康保険税の主なものといたしまして、１節医療給付費

分現年課税分２６９万円、２節後期高齢者支援金分現年課税分９４万２,０００円、

３節介護納付金分現年課税分２７万３,０００円を、これも決算見込額によりまし

てそれぞれ減額するものでございます。

７ページをお願いいたします。

３款、１項、１目療養給付費等負担金、１節現年度分１,０６３万９,０００円を

決算見込額によりまして減額するものでございます。内訳は、療養給付費等負担金

８６７万５,０００円、介護納付金負担金４万６,０００円、後期高齢者支援金負担

金１９１万８,０００円、それぞれ減額でございます。

続きまして、３款、２項、１目財政調整交付金、１節普通調整交付金７９３万７,

０００円を減額し、２節特別調整交付金に３９２万１,０００円を追加し、次の４

款、１項、１目療養給付費等交付金３,０８６万８,０００円を減額するものでござ

います。それぞれ申請額によるものでございます。

８ページをお願いいたします。

中ほどから上になります。６款県支出金、２項、１目財政調整交付金、２節特別

調整交付金に５１２万７,０００円を追加するものでございます。これは、交付予

定額の見込みによります。

次の、７款、１項、１目高額医療費共同事業交付金１,３６２万９,０００円を追

加し、２目保険財政共同安定化事業交付金２,２６４万８,０００円を減額するもの

で、それぞれ確定額によるものでございます。

９款繰入金、１項、１目一般会計繰入金でございます。決算見込額によりまして、

１節保険基盤安定繰入金３,１２１万６,０００円を追加し、９ページになりますが、

４節財政安定化支援事業繰入金７８９万６,０００円を追加するものでございます。

１０ページをお願いいたします。

歳出でございます。中ほど、２款保険給付費、１項、１目一般被保険者療養給付

費、１９節一般被保険者療養給付費に１,００５万９,０００円を追加し、２目退職
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被保険者等療養給付費、１９節の退職被保険者等療養給付費１,９０９万９,０００

円を減額するもので、それぞれ執行見込みによるものでございます。

１１ページをお願いいたします。

中ほどの、２款、３項、２目、１９節出産育児一時金でございます。１３名から

１１名の見込み、２名減といたしまして８４万円を減額するものでございます。

１２ページをお願いいたします。

一番下、８款保健事業費、１項、１目、特定健康診査事業費、１３節委託料を、

決算見込額によりまして１８５万７,０００円減額するものでございます。

１３ページをお願いいたします。

最後の１２款、１項、１目予備費３,３９１万円を増額するものでございます。

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろし

くお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） 建設課長。

○建設課長（古澤 平君） 第１７号議案、平成２７年度南関町公共下水道事業特別会

計補正予算（第４号）について説明させていただきます。今回の補正は決算見込み

に伴うものでございます。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１,０１２万円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ１億５,６２０万２,０００円とするものでございます。

２ページをお開きください。

歳入でございます。２款繰入金は、１項一般会計繰入金を２３万円減額して１億

１,９９７万９,０００円とするものでございます。

３款諸収入は、３項延滞金に１万６,０００円を追加し、１万７,０００円とする

ものでございます。

４款町債は、１項町債を７８０万円減額して、ゼロとするものでございます。

６款分担金は、１項分担金を１８２万円減額して、４６８万円とするものでござ

います。

７款使用料及び手数料は、１項使用料を１２万円増額して、３,０３２万１,００

０円とし、２項手数料を４万６,０００円減額して、６万５,０００円とするもので

ございます。

８款県支出金は、１項県補助金を３６万円減額して、１１４万円とするものでご

ざいます。

歳入合計を１,０１２万円減額し、１億５,６２０万２,０００円とするものでご

ざいます。

３ページをお願いします。
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歳出でございます。１款総務費は、１項総務管理費を８３９万４,０００円減額

して、６,２３０万８,０００円とするものでございます。

２款事業費は、１項公共下水道事業費を１７２万６,０００円減額して、１,６３

５万４,０００円とするものでございます。

歳出合計を１,０１２万円減額し、１億５,６２０万２,０００円とするものでご

ざいます。

６ページをお願いいたします。

歳入についての説明でございます。主なものについて説明申し上げます。

４款町債につきましては、１項、１目の公共下水道債を７８０万円減額するもの

で、浄化センター脱水機常設工事設計委託業務に係る起債の減でございます。

６款分担金につきましては、１項、１目の総務費分担金の受益者分担金を１８２

万円減額するもので、加入者数が計画より少なかったためでございます。

８款県支出金につきましては、１項、１目公共下水道費県補助金を３６万円減額

するもので、生活排水適正処理重点推進事業補助金を減額するものでございます。

これは、下水道排水設備工事費助成金に係る県補助金でございます。

８ページをお願いいたします。

歳出でございます。これも主なものについて説明申し上げます。

１款総務費、１項、１目一般管理費につきまして、１９節の負担金、補助及び交

付金の下水道排水設備工事費助成金を７２万円減額し、２７節の公課費の消費税を

１０６万３,０００円増額するものでございます。

２目の浄化センター管理費につきましては、１３節委託料の設計委託料を８７１

万６,０００円減額するものでございます。これは、浄化センター脱水機増設工事

の設計委託料でございます。

２款事業費、１項、１目公共下水道建設費の１３節委託料を１５５万５,０００

円減額するものでございます。これは、下水道事業計画策定業務委託料の契約残額

を減額するものでございます。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

続きまして、第１８号議案、平成２７年度南関町簡易水道事業特別会計補正予算

（第２号）につきまして、御説明申し上げます。今回の補正は、主に決算見込みに

伴うものでございます。

１ページをお願いします。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１５万９,０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ４４６万８,０００円とするものでございます。
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２ページをお開きください。

歳入でございます。５款繰入金は、１項一般会計繰入金を１５万９,０００円減

額して、２７８万６,０００円とし、歳入合計を４４６万８,０００円とするもので

ございます。

３ページをお願いします。

歳出でございます。１款総務費は、１項総務管理費を１５万９,０００円減額し

て、２４４万６,０００円とし、歳出合計を４４６万８,０００円とするものでござ

います。

６ページをお願いいたします。

歳入についての説明でございます。５款繰入金の１項、１目、１節一般会計繰入

金を１５万９,０００円減額するものでございます。

７ページをお願いします。

歳出でございます。１款総務費、１項、１目一般管理費の１３節委託料の水質検

査委託料を１４万６,０００円減額しております。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

○議長（酒見 喬君） 福祉課長。

○福祉課長（北原宏春君） 第１９号議案、平成２７年度南関町介護保険事業特別会計

補正予算（第３号）につきまして御説明申し上げます。今回の予算につきましては、

決算見込み等により補正をお願いするものでございます。

１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１,５８６万６,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４億４,０５５万７,０００円とするもので

ございます。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。２款使用料及び手数料、２項使用料４,０００円を追加し、

１７万６,０００円とし、３款国庫支出金、１項国庫負担金１２２万１,０００円を

減額し、２億３,６９２万５,０００円とし、２項国庫補助金９７万５,０００円を

減額し、１億４,２８７万４,０００円とするものでございます。

次に、４款支払基金交付金、１項支払基金交付金１５７万２,０００円を減額し、

３億７,６４３万２,０００円とし、５款県支出金、１項県負担金６０万５,０００

円を減額し、１億９,１７９万４,０００円とし、３項県補助金１９万７,０００円

を減額し、４３８万７,０００円とするものでございます。

次に、７款繰入金、１項一般会計繰入金１７２万１,０００円を減額し、１億８,
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８６０万８,０００円とし、２項基金繰入金１,０００万円全額を減額し、９款諸収

入、３項雑入１,０００円を減額し、５４０万円とし、４項予防給付費収入４２万

２,０００円を追加し８００万４,０００円とし、歳入合計補正額１,５８６万６,０

００円を減額し、１４億４,０５５万７,０００円とするものでございます。

３ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費、１項総務管理費８万５,０００円を減額し、３

４５万２,０００円とし、３項介護認定審査会費７万６,０００円を減額し、１,２

６８万２,０００円とするものでございます。

次に、２款保険給付費、１項介護サービス等諸費２６７万８,０００円を追加し、

１１億６,２９１万円とし、２項介護予防サービス等諸費１,０３１万８,０００円

を減額し、６,９４２万２,０００円とし、４項高額介護サービス等費５万２,００

０円を減額し３,４１０万円とし、６項特定入所者介護サービス等費２０７万６,０

００円を追加し、４,７９８万８,０００円とするものでございます。

次に、４款地域支援事業費、１項介護予防事業費９,０００円を追加し、２,５４

４万９,０００円とし、２項包括的支援事業費１１３万３,０００円を減額し６２０

万３,０００円とし、３項居宅介護支援事業費２４万１,０００円を減額し、８２１

万８,０００円とし、８款予備費、１項予備費８７２万４,０００円を減額し、５,

７５６万円とし、歳出合計補正額１,５８６万６,０００円を減額し、１４億４,０

５５万７,０００円とするものでございます。

６ページをお願いいたします。

歳入の内容説明でございます。主なものについて御説明を申し上げます。２段目

の、３款国庫支出金、１項、１目介護給付費負担金、１節現年度分、介護給付費国

庫負担金１２２万１,０００円を減額するもので、給付費の見込み減の需用費に対

する施設分１５％、その他分２０％を見込んでいるところでございます。

次に、下の４款支払基金交付金、１項、１目介護給付費交付金、１節現年度分１

５７万３,０００円を給付費の見込みにより減額するものでございます。

７ページをお願いいたします。

一番下の、７款繰入金、２項、１目介護給付費準備基金繰入金でございます。執

行見込みにより基金からの繰入予定分１,０００万円を減額するものでございます。

次に９ページをお願いいたします。

歳出でございます。ページ下の、２款保険給付費、１項、１目居宅介護サービス

給付費、１９節負担金、補助及び交付金に１,５６０万８,０００円を、これは見込

増により追加するものでございます。

１０ページをお願いいたします。
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２段目の、７目居宅介護サービス計画給付費、１９節に１７０万４,０００円を

追加し、一つ飛ばしまして、９目地域密着型介護サービス給付費、１９節１,３９

３万円減額するものでございます。それぞれ執行見込みによるものでございます。

次に、２款、２項、１目介護予防サービス給付費、１９節７００万円を執行見込

みにより減額するものでございます。

１１ページをお願いいたします。

上から３段目、２款、２項、７目地域密着型介護予防サービス給付費、１９節３

００万円を減額し、１枠飛ばしまして、２款、６項、１目特定入所者介護サービス

費の１９節、これは２１０万円を追加するもので、給付費の執行見込額によるもの

でございます。

続いて１３ページをお願いいたします。

一番下、８款、１項、１目予備費でございます。８７２万４,０００円を減額す

るものでございます。

以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろし

くお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） 延寿荘長。

○延寿荘長（福井隆一君） 第２０号議案、平成２７年度南関町介護サービス事業特別

会計補正予算（第４号）につきまして御説明申し上げます。今回の補正予算は月間

見込みによるものでございます。

１ページをお願いします。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１,０５９万４,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２億４,０７２万９,０００円とするものでご

ざいます。

２ページをお願いします。

歳入でございます。１款、１項介護給付費収入を１,１５８万８,０００円を減額

し、１億３,７３７万１,０００円とするものでございます。３項自己負担金を１０

５万１,０００円増額し、２,６１４万３,０００円とするものでございます。

１０款、２項雑入を５万７,０００円減額し、４１万円とするものでございます。

歳入総額１,０５９万４,０００円を減額し、２億４,０７２万９,０００円とする

ものでございます。

３ページをお願いします。

歳出でございます。１款、１項施設管理費１９４万７,０００円を減額し、１億

４,０４６万１,０００円とするものでございます。２項研究研修費４万６,０００

円を減額し、５万５,０００円とするものでございます。
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２款、１項居宅サービス事業費を４０万８,０００円減額し、４９１万４,０００

円とするものでございます。２項施設介護サービス事業費を４２万５,０００円減

額し、２,７６０万円とするものでございます。

次に、４款、１項予備費として予算調整をいたしまして、７７６万８,０００円

を減額し、７,７６９万９,０００円とするものでございます。

歳出総額１,０５９万４,０００円減額し、２億４,０７２万９,０００円とするも

のでございます。

６ページをお願いします。

歳入でございます。１款、１項、１目居宅介護サービス費を３２２万円減額する

ものでございます。内訳として、通所介護費４３０万円減額、短期入所生活介護費

を１０８万円増額、また、２目の施設介護サービス費を８３６万８,０００円減額

しております。

次に、１款、３項、１目自己負担金は１０５万１,０００円増額しております。

内訳は、通所介護３３万７,０００円の減額、短期入所生活介護１１万４,０００円

の増額、施設介護１０９万円の減額としております。５節食費自己負担金が１００

万９,０００円の増額、６節居住費自己負担金が１３５万５,０００円の増額となっ

ております。

また、７ページの雑入を５万７,０００円減額しております。

以上が、歳入の補正となっております。

８ページをお願いします。

歳出でございます。歳出の補正は、不用額によります補正となっております。

１款、１項、１目一般管理費を１９４万７,０００円減額するものでございます。

主なものとして、４節の共済費を１２２万４,０００円減額、７節の賃金を１２０

万円減額するものでございます。

９ページをお願いします。

２款、１項、１目居宅介護サービス事業費、１１節需用費の燃料費を４１万９,

０００円減額するものでございます。

予備費につきましては、予算調整をして７７６万８,０００円減額し、７,７６９

万９,０００円とするものでございます。

以上で、御説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよ

ろしくお願いします。

○議長（酒見 喬君） 建設課長。

○建設課長（古澤 平君） 第２１号議案、平成２７年度南関町浄化槽整備推進事業特

別会計補正予算（第２号）につきまして御説明申し上げます。今回の補正は、主に
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決算見込みに伴うものでございます。

１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２０１万９,０００円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９,９９７万４,０００円とするものでございま

す。

２ページをお願いします。

歳入でございます。１款分担金及び負担金の１項分担金を１３０万円減額して、

３９０万円とするものでございます。

２款使用料及び手数料の１項使用料に３０万１,０００円を追加して、２,９８２

万１,０００円とし、２項手数料に４万４,０００円を追加し４万５,０００円とす

るものでございます。

３款国庫支出金の１項国庫補助金を４２６万８,０００円減額して、１,０８５万

２,０００円とするものでございます。

４款県支出金の１項県補助金に６万１,０００円を追加して、２１７万５,０００

円とするものでございます。

５款繰入金の１項一般会計繰入金に３０９万６,０００円を追加して２,７４３万

円とするものでございます。

７款諸収入の１項延滞金に４万７,０００円を追加して、４万８,０００円とする

ものでございます。

歳入合計を２０１万９,０００円減額し、９,９９７万４,０００円とするもので

ございます。

３ページをお願いします。

歳出でございます。１款総務費の１項総務管理費を２７万６,０００円減額して

３,３５１万円とし、２款事業費の１項浄化槽整備推進事業費を１７４万３,０００

円減額して４,８６３万２,０００円とするものでございます。

歳出合計を２０１万９,０００円減額し、９,９９７万４,０００円とするもので

ございます。

６ページをお願いいたします。

歳入についての説明でございます。主なものについて説明いたします。

１款分担金及び負担金につきましては、１項、１目、１節総務費分担金の受益者

分担金を１３０万円減額するもので、浄化槽の設置者が計画よりも少なかったため

でございます。

３款国庫支出金につきましては、１項、１目、１節の浄化槽整備推進事業国庫補

助金を４２６万８,０００円減額するもので、これも設置数が計画よりも少なかっ
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たための減額でございます。

５款繰入金につきましては、１項、１目、１節の一般会計繰入金に３０９万６,

０００円を追加するものでございます。

８ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費につきましては、１項、１目一般管理費の１１節

需用費の浄化槽修繕費を２２万７,０００円減額するものでございます。

２款事業費につきましては、１項、１目浄化槽建設費の１５節、工事請負費を１

７８万円減額するものでございます。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

○議長（酒見 喬君） まちづくり課長。

○まちづくり課長（大木義隆君） 第２２号議案、平成２７年度南関町宅地分譲事業特

別会計補正予算（第２号）について御説明申し上げます。

歳入歳出予算の総額をそれぞれ４,６９５万３,０００円減額し、それぞれ総額を

１,２６４万７,０００円とするものでございます。

２ページをお開きください。

歳入でございます。１款財産収入は、１項財産売払収入を４,６７５万７,０００

円減額して９９１万５,０００円とし、２款繰入金は、１項一般会計繰入金を１９

万６,０００円減額し、２７３万２,０００円とし、歳入合計を４,６９５万３,００

０円減額し１,２６４万７,０００円とするものでございます。

３ページは、歳出でございます。

１款事業費、１項宅地分譲事業費及び歳出合計を４,６９５万３,０００円減額し、

１,２６４万７,０００円とするものでございます。

６ページをお開きください。

歳入についての御説明でございます。１款財産収入は、１項財産売払収入、１目

及び１節土地売払収入を４,６７５万７,０００円減額して９９１万５,０００円と

し、２款繰入金は１項及び１目一般会計繰入金を１９万６,０００円減額し２７３

万２,０００円とするものでございます。土地売払収入につきましては、年度当初

１７区画の分譲を予定しておりましたが、新たなさく井工事等を行いました結果、

分譲区画数が１６となり、昨年１２月に既に１６区画の分譲を開始いたしまして、

その後３区画についての契約が整いましたが、１３区画が残りましたので予算の減

額を行うものでございます。

また、一般会計繰入金は決算見込みによる減額でございます。

７ページは、歳出でございます。１款事業費は、１項及び１目宅地分譲事業費、
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１３節委託料を１９万６,０００円減額し、２８節繰出金を４,６７５万７,０００

円減額して１,２６４万７,０００円とするものでございます。不用額の減額でござ

います。残り１３区画の分譲地に係る予算につきましては、平成２８年度予算とし

て改めて提案させていただくことといたしております。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

○議長（酒見 喬君） 説明の途中ですが、ここで１０分間休憩します。

－－－－－－－○－－－－－－－

休憩 午後１時５９分

再開 午後２時０９分

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

２３号議案、総務課の説明を行ってください。総務課長。

○総務課長（永松泰子君） 第２３号議案、平成２８年度南関町一般会計予算について

御説明いたします。

１ページをお開けください。

歳入歳出予算総額は、歳入歳出それぞれ５９億１,８７１万８,０００円とするも

のでございます。これは、平成２７年度が６０億８４３万円でございましたから、

前年比で８,９７１万２,０００円の減額で、１.５％減額した額となっております。

次のページをお開けください。

歳入でございます。町税でございます。町税全体の額といたしましては１０億８,

４２９万８,０００円となっております。これは、昨年比６,１２４万３,０００円、

６％の増額でございます。

１項町民税３億２,９６８万円とし、２項固定資産税６億２,６４６万６,０００

円とし、３項軽自動車税３,６３２万８,０００円とし、４項町たばこ税８,０１９

万２,０００円とし、７項入湯税１,１６３万２,０００円とするものでございます。

２款地方譲与税、合計が５,９００万円とするものでございますが、昨年比２０

０万円、３.３％減額をしております。１項地方揮発油譲与税１,７００万円とし、

２項自動車重量譲与税４,２００万円とするものでございます。

３款利子割交付金、これは昨年と同額でございます。１項利子割交付金１２０万

円とするものでございます。

４款配当割交付金、１項配当割交付金、昨年と同額でございます。１００万円と

するものでございます。

５款株式等譲渡所得割交付金、１項株式等譲渡所得割交付金、これも昨年と同額、
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２０万円とするものでございます。

６款地方消費税交付金、これは１億６,８２０万円とするものですが、昨年比２,

４６０万円増額をして、１７.３％増額になっております。

７款ゴルフ場利用税交付金、１項ゴルフ場利用税交付金１,０３０万円とするも

ので、昨年と同額でございます。

８款自動車取得税交付金、昨年と同額で７３０万円とするものでございます。

９款地方特例交付金、１項地方特例交付金、これも昨年と同額で２３０万円とす

るものでございます。

１０款地方交付税１８億６,０００万円としておりますが、昨年比８,０００万円

増額し、４.５％増額になっております。

１１款交通安全対策特別交付金は１４４万４,０００円とするものですが、昨年

比２８万７,０００円増額し、２４.８％の増となっております。

１２款分担金及び負担金で、総額でございますが６,９１４万４,０００円とする

ものですが、昨年比２,４７６万１,０００円減額になっております。２６.４％の

減額になります。１項分担金２７０万円とし、２項負担金６,６４４万４,０００円

とするものでございます。

１３款使用料及び手数料、合計では１億２,２５５万４,０００円とするものです

が、昨年比７０万円増額し、０.６％の増となっております。１項使用料は１億６

２２万円、２項手数料は１,６３３万４,０００円とするものでございます。

１４款国庫支出金、合計では８億１９８万９,０００円とするものですが、昨年

比１億２,５８５万７,０００円減額となっております。１３.６％の減でございま

す。１項国庫負担金３億９,６５８万５,０００円とし、２項国庫補助金４（６）億

１９８万７,０００円とし、３項国庫委託金３４１万７,０００円とするものでござ

います。

１５款県支出金でございます。合計が４億６,０４８万９,０００円としておりま

すが、昨年比３,６１１万７,０００円増額になっております。８.５％の増です。

１項県負担金２億５,２５１万７,０００円とし、２項県補助金１億８,６３９万７,

０００円とし、３項県委託金２,１５７万５,０００円とするものでございます。

１６款財産収入２５１万９,０００円とするもので、４万１,０００円減額をして

おります。１.６％の減でございます。

１７款寄附金、合計で１,０００万１,０００円とするもので、８００万円の増額

でございます。３９９.８％の増となっております。

続きまして、１８款繰入金、総額で４億６,２０８万７,０００円とするものでご

ざいますが、前年比１億３,７８８万５,０００円の増でございます。４２.５％の
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増になっております。１項基金繰入金は４億２,２０３万７,０００円とし、２項特

別会計繰入金は４,００５万円とするものでございます。

１９款繰越金、これは昨年と同額１億円とするものでございます。

２０款諸収入、合計で４,００９万３,０００円とするものですが、８,１５８万

円を減額しております。６７.０％の減となります。１項延滞金、加算金及び過料

は５２万８,０００円とし、次のページをお願いします、２項町預金利子が１５万

円とし、３項受託事業収入が１,０９７万９,０００円とし、４項雑入が２,８４３

万６,０００円とするものでございます。

２１款町債は、合計が６億５,４６０万円とするものですが、２億４３０万円減

額になります。２３.８％の減となるものです。

歳入合計が、合わせて８,９７１万２,０００円の減額で、５９億１,８７１万８,

０００円とするものでございます。

次５ページ、歳出でございます。

１款議会費、議会費合計といたしまして８,５６６万３,０００円とするものです

が、前年比３７８万６,０００円を減額し、４.２％の減となっております。

２款総務費、合計では８億９,６７４万９,０００円とするものですが、１億９,

５３８万１,０００円増額をしております。２７.９％の増となっております。１項

総務管理費７億４,００８万３,０００円とし、２項徴税費１億１,１９０万４,００

０円とし、３項戸籍住民基本台帳費２,５０４万８,０００円とし、４項選挙費１,

４３６万１,０００円とし、５項統計調査費４０８万５,０００円とし、６項監査委

員費１２６万８,０００円とするものでございます。

３款民生費、合計が１８億１８１万１,０００円とするものですが、１億５,７３

７万２,０００円増額、９.６％の増となっております。１項社会福祉費１２億８,

２５４万６,０００円とし、２項児童福祉費５億１,９２６万５,０００円とするも

のでございます。

４款衛生費、合計では４億７,９５０万７,０００円とするものですが、１,４３

０万２,０００円を増額し、３.１％の増となっております。１項保健衛生費２億４,

９６２万９,０００円とし、２項清掃費２億２,４５４万９,０００円とし、３項水

道費５３２万９,０００円とするものでございます。

５款農林水産業費、合計では２億７,４６４万４,０００円とするものですが、昨

年比２０９万５,０００円減額となっております。０.８％の減です。１項農業費２

億６,３３８万６,０００円とし、２項林業費１,１２５万８,０００円とするもので

ございます。

６款商工費、商工費は１億３４５万４,０００円とするものですが、１,４６９万
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４,０００円増額をしております。１６.６％の増となっております。

７款土木費、合計では９億２,２３３万円とするものですが、昨年比３億１,５１

６万８,０００円減額です。繰り返します、３億１,５１６万８,０００円減額し、

２５.５％の減額となります。１項土木管理費８,３９４万３,０００円とし、２項

道路橋梁費６億２,００７万８,０００円とし、３項河川費３１０万７,０００円と

し、４項住宅費７,５１６万円とし、次のページ、５項下水道費１億１,１０６万１,

０００円とし、６項浄化槽設備推進事業費２,８９８万１,０００円とするものでご

ざいます。

８款消防費でございます。合計で２億２,４２７万１,０００円とするものですが、

昨年比２,３６３万５,０００円を増額しました。１１.８％の増でございます。

９款教育費、合計では４億４,９５６万９,０００円とするものですが、昨年比１

億８,０３８万８,０００円減額し、２８.６％の減となっております。１項教育総

務費４,４４７万４,０００円とし、２項小学校費１億８,９３３万１,０００円とし、

３項中学校費４,８２６万６,０００円とし、４項社会教育費１億８８１万４,００

０円とし、５項保健体育費５,８６８万４,０００円とするものでございます。

１０款災害復旧費は昨年と同額の、１項農林水産施設災害復旧費１,０００円と

し、２項公共土木施設災害復旧費１,０００円とするものでございます。

１１款公債費、総額が６億７,３５７万２,０００円とするところですが、１,８

８０万５,０００円増額し、昨年比２.９％の増となっております。

１２款予備費７１４万６,０００円とするもので、８８万円減額して、１１.０％

減額となっております。

歳出合計が５９億１,８７１万８,０００円とするものでございます。これは、８,

９７１万２,０００円の減となっているところでございます。

続きまして、債務負担行為でございます。継続契約を締結したもの、またはする

予定のものでございます。戸籍システム機器賃借料が１,０２７万１,０００円を限

度額とし、農業振興地域整備計画策定業務委託料が６９６万６,０００円を限度額

としております。このところで大変失礼いたしました。修正がございます。表の中

で事項の隣「５６３０」という数字が入っておりますが、ここは「期間」と御訂正

いただきたいと思います。大変申し訳ありません。

次、８ページをお願いいたします。

地方債でございます。ほ場整備事業、県営土地改良事業負担金の９割分でござい

ます。１,２６０万円といたします。

それから道路橋梁整備事業費でございます。南関中学校線の改良、それから県協

定の米田・鬼王線の新設工事、それから鬼王トンネルの補修等で、２億７,２７０
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万円と限度額をしております。

それから、公営住宅整備事業につきましては、長寿命化型改善工事として、高久

野団地の屋上及び外壁改修工事で１,７６０万円としているところです。

それから、小学校整備事業で、小学校４校のエアコン設置に係るものでございま

す。５６３万円を上限としております。

それから、消防防災施設整備事業につきましては、防火水槽及び交流センターの

非常発電設備整備工事で２,８００万円を上限とするものでございます。

過疎対策ソフト事業で、住んでよかったプロジェクト等に充てます７,２２０万

円を限度額としております。

それから、臨時財政対策債でございますが、一般財源に充てるもので、１億６,

４６０万円を限度額とするものでございます。

１１ページをお開けください。

歳入でございます。主なものだけ御説明をさせていただきます。

１款町税、１項町民税、１目個人税ですが、２億６,６０５万６,０００円として

おります。平成２８年度の見込額でございます。２目の法人税ですが、法人２３７

社分でございます６,２１２万３,０００円でございます。

それから、同じページ、２項の固定資産税ですが、６億２,３３０万円、平成２

８年度の見込額として計上しております。

一番下、軽自動車税ですが３,６１２万８,０００円、７,５０８台分を見込んで

おります。

次に、１３ページをお開けください。

中ほどにございます、６款地方消費税交付金、１項地方消費税交付金でございま

す。１億６,８２０万円になっております。従来が９,８９０万円でございました。

消費税が５％のときでございます。この増額分が６,９３０万円でございまして、

これが社会保障施策に要する経費として計上するということを皆様方に御理解いた

だきたいと思っているところでございます。

次に、１４ページをお願いいたします。

上から２つ目、地方交付税でございます。地方交付税は普通交付税が１７億１,

０００万円、それから特別交付税が１億５,０００万円、合計の１８億６,０００万

円を計上しているものでございます。

次に１８ページをお開けください。

国庫補助金でございます。２目の民生費国庫補助金のうち、３行目、臨時福祉給

付金給付事業国庫補助金でございます。９,４０４万５,０００円を計上しておりま

す。



－ 5 7 －

それから４目土木費国庫補助金でございます。１節道路橋梁費国庫補助金で２億

７,１５０万円、社会資本整備総合交付金でございまして、道路橋梁費、道路新設

改良に充てるものでございます。２節の住宅費国庫補助金ですが、３行目、やはり

社会資本整備総合交付金１,９３４万２,０００円がございます。高久野団地の屋上

及び外壁工事等に充てるものでございます。

次に２１ページをお願いいたします。

２１ページ一番上、県補助金でございます。衛生費県補助金といたしまして、２

節環境対策費の県補助金で、産業廃棄物処理施設モデル事業交付金が５,０００万

円、管理型最終処分場立地交付金が２,０００万円、合計７,０００万円が歳入とし

て計上をしているものでございます。

次２３ページをお願いいたします。

下の段です。寄附金のところでございますが、１目の一般寄附金、１節一般寄附

金で１,０００万円を見込みとして、ふるさとなんかん応援寄附金を予定している

ところでございます。

次に２４ページをお開けください。

繰入金でございます。基金からの繰り入れになりますが、やはり一般財源が不足

するだろうという見込みでございますので、財政調整基金繰入金を２億円繰り入れ

ることといたしております。それから、土地開発基金を廃止をすることによりまし

て、その繰入金を一般会計に入れることで、１節の土地開発基金繰入金が２億２,

１３４万２,０００円となるものでございます。

次に２８ページをお願いいたします。

歳入は以上でございまして、これから歳出でございます。これも、主なものだけ

説明をさせていただきたいと思います。

３１ページをお開けください。一番下でございます。

総務管理費の２５節積立金２億２,１３４万２,０００円。先ほど申し上げました

土地開発基金の一般会計に繰り入れたものでございますが、庁舎等建設基金として

積み立てるものでございます。

次に３４ページをお願いいたします。

３４ページの一番上の部類で、財産管理費でございますが、その中の１５節工事

請負費５１０万３,０００円を計上しております。施設整備工事費といたしまして、

元警察官舎の解体工事費でございます。

次のページを御覧ください。真ん中ほどに、２５節の積立金というのがございま

す。ふるさとなんかん応援寄附金基金積立金といたしまして、３６４万９,０００

円を計上しております。先ほど、１,０００万円のふるさと納税が予定をしておる
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というふうに申し上げましたが、その歳入から経費を差し引いた残額を積み立てよ

うというところで、この金額を計上をさせていただきました。

次の３６ページをお開けください。

同じく総務管理費の諸費でございます。上のほうの８節報償費の２行目に地域づ

くり報奨金というので入れております。１８５万１,０００円でございます。これ

は、協働の町づくりを進めるために町道延長の終わりを従前は５円としておりまし

たが、今年から１０円に値上げをしたものによります。１０円掛ける約１８５キロ

ということでございます。

次に５６ページをお願いいたします。

今回、住んでよかったプロジェクトの中で民生費、児童福祉費の中で、１９節負

担金補助及び交付金の一番上の３行目でございますが、家庭内保育世帯応援金とし

て５６４万円を予定しております。これは、家庭内で保育をしている方々に対して

も助成をしようということでございまして、月額、ゼロ歳から１歳までが１万円、

２歳から５歳までが５,０００円、一応ゼロ歳から１歳を２２名予定をして、それ

から２歳から５歳を５０名と予定をしたところで組ませていただいているところで

ございます。

次が５８ページをお開けください。

上のほうでございます。やはり予防費というところで、上から３行目の２０節で

ございます。これも同じく住んでよかったプロジェクトの新しいものでございます

が、予防接種費負担金扶助としております。４９８万２,０００円を計上させてい

ただいておりますが、子どもインフルエンザ予防接種費を助成するものでございま

す。

続きまして飛びますが、７７ページをお願いいたします。

７７ページの一番上、土木費、道路橋梁費の委託料でございまして、その５行目、

道路改良事業委託料８,６９２万円を計上しております。これは今までと同じく道

路の南関町の町道米田・鬼王線の県と委託契約を締結すると見込んでここに計上さ

せていただいております。それから、１５節の工事請負費３億２,１６９万２,００

０円、改良舗装工事としておりますが、南関中学校線、関村・田原線、厳・今線ほ

か１３事業を予定しているものでございます。

次に８１ページをお願いいたします。

８１ページの消防費、１項消防費の５目防災管理費の中で、１５節工事請負費２,

３００万円を施設整備工事として計上させていただいております。これは、災害時

に停電対策といたしまして、避難所として交流センターを活用いたしますが、その

交流センターに非常発電設備整備工事をするものでございます。



－ 5 9 －

次に８６ページをお願いいたします。

教育費の小学校費、一番下でございます。１５節工事請負費の中で、施設整備工

事で８,６９０万４,０００円を計上しております。これは町内４小学校のエアコン

設置工事のことでございます。

以上で、平成２８年度南関町一般会計予算につきましての説明を終わります。御

審議の上、御承認賜りますようよろしくお願いいたします。

○議長（酒見 喬君） 福祉課長。

○福祉課長（北原宏春君） 第２４号議案、平成２８年度南関町国民健康保険特別会計

予算につきまして、御説明を申し上げます。１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１５億９,２７５万６,０００円と定め

るものでございます。前年度対比、マイナス２.２９％の予算編成とさせていただ

いております。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。１款国民健康保険税、１項国民健康保険税２億３,２７８万

３,０００円でございます。前年度対比マイナス０.２６％でございます。

２款使用料及び手数料、１項手数料２０万円でございます。前年と同額でござい

ます。

３款国庫支出金、１項国庫負担金２億１,２３２万４,０００円でございます。前

年度対比マイナス２０.２８％でございます。２項国庫補助金１億５,７３６万２,

０００円でございます。前年度対比２.１４％の増でございます。

４款療養給付費等交付金、１項療養給付費等交付金７,１７７万８,０００円でご

ざいます。前年度比マイナス１７.０７％でございます。

５款前期高齢者交付金、１項前期高齢者交付金３億２,５９２万２,０００円でご

ざいます。前年度比１.７３％の増でございます。

６款県支出金、１項県負担金９５７万８,０００円でございます。前年度対比マ

イナス１８.５３％でございます。２項県補助金７,６８９万１,０００円でござい

ます。前年度比６.３７％の増でございます。

７款共同事業交付金、１項共同事業交付金３億５,４８７万８,０００円でござい

ます。前年度比マイナス１３.１９％でございます。

８款財産収入、１項財産運用収入５,０００円でございます。

９款繰入金、１項他会計繰入金１億１,４８４万８,０００円でございます。前年

度比５２.５３％の増でございます。２項基金繰入金１,０００円でございます。

１０款繰越金、１項繰越金３,５１６万１,０００円でございます。

１１款諸収入、１項延滞金・加算金及び過料３０万４,０００円でございます。
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前年と同額でございます。３項雑入７２万１,０００円でございます。前年と同額

でございます。

歳入合計金額１５億９,２７５万６,０００円を計上するものでございます。

４ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費５６９万４,０００円で、前年度対比２５.０３％

の増でございます。１項総務管理費５５６万６,０００円、３項運営協議会費１２

万８,０００円でございます。

２款保険給付費９億９,３１３万４,０００円で、前年対比マイナスの２.１１％

でございます。１項療養諸費８億５,８４３万９,０００円、２項高額療養費１億２,

８６３万円、３項助産諸費５４６万円、４項葬祭諸費６０万円、５項移送費２,０

００円、６項出産育児諸費３,０００円でございます。

３款後期高齢者支援金等、１項後期高齢者支援金等１億３,９３８万６,０００円

でございます。前年度対比マイナス１６.８１％でございます。

４款前期高齢者納付金等、１項前期高齢者納付金等６万６,０００円でございま

す。前年度対比マイナス６１.６３％でございます。

５款老人保健拠出金、１項老人保健拠出金７,０００円でございます。前年と同

額でございます。

６款介護納付金、１項介護納付金５,２９８万３,０００円でございます。前年度

対比マイナス２３.２６％でございます。

７款共同事業拠出金、１項共同事業拠出金３億６,１５６万４,０００円でござい

ます。前年度対比３.９１％の増でございます。

８款保健事業費１,８３９万２,０００円で、前年度対比マイナス０.７８％でご

ざいます。１項特定健康診査等事業費１,００９万５,０００円。２項保健事業費８

２９万７,０００円でございます。

９款基金積立金、１項基金積立金５,０００円でございます。

１１款諸支出金、次のページ、１項償還金及び還付加算金６０万４,０００円で

ございます。前年度対比マイナス０.１７％でございます。

１２款、１項予備費といたしまして２,０９２万１,０００円でございます。

歳出合計１５億９,２７５万６,０００円を計上するものでございます。

８ページをお願いいたします。

歳入の内容説明でございます。主なものについて、御説明申し上げます。

１款国民健康保険税、１項、１目一般被保険者国民健康保険税でございます。１

節医療費給付費分現年課税分１億４,２８３万６,０００円、２節後期高齢者支援金

分現年課税分４,７４７万７,０００円、３節介護納付金分現年課税分１,４６９万
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円を見込んでいるところでございます。

２目退職被保険者等国民健康保険税、１節医療給付費分現年課税分１,１３４万

円、２節後期高齢者支援金分現年課税分３７９万４,０００円、３節介護納付金分

現年課税分２９６万６,０００円を見込んでいるところでございます。

９ページをお願いいたします。

中ほどの、３款国庫支出金、１項、１目療養給費等負担金、１節現年度分２億２

７４万５,０００円でございます。主なものといたしまして、療養給付費等負担金

の１億４,１１９万２,０００円でございます。

下の２目、１節の高額医療費共同事業国庫負担金７９０万３,０００円でござい

ます。これは、給付費の４分の１の補助でございます。

続きまして、一番下の、３款、２項、１目財政調整交付金でございます。１節普

通調整交付金１億２,４７４万５,０００円、２節特別調整交付金３,２６１万７,０

００円を見込んでいるところでございます。

１０ページをお願いいたします。

上の４款、１項、１目療養給付費等交付金でございます。１節現年度分７,１７

７万７,０００円でございます。

次の、５款、１項、１目前期高齢者交付金でございます。１節現年度分３億２,

５９２万１,０００円でございます。

一番下になります、６款県支出金、２項、１目財政調整交付金でございます。１

節普通調整交付金６,６４９万３,０００円、２節特別調整交付金１,０３９万８,０

００円でございます。

１１ページをお願いいたします。

７款共同事業交付金、１項、１目、１節高額療養共同事業交付金２,５４２万９,

０００円、２目保険財政共同安定化事業交付金３億２,９４４万９,０００円でござ

います。

中段の、９款繰入金、１項、１目一般会計繰入金でございます。１節保険基盤安

定繰入金８,０３０万３,０００円、２つ飛びまして、４節の財政安定化支援事業繰

入金２,５９１万１,０００円を見込んでいるところでございます。

続きまして、１４ページをお願いいたします。

歳出でございます。中ほどの、２款保険給付費、１項、１目一般被保険者療養給

付費、１９節７億９,０５０万円。２目退職被保険者等療養給付費、１９節６,００

０万円でございます。

一番下の、２款、２項、１目一般被保険者高額療養費、１９節１億２,０００万

円。
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次の１５ページになります。２目退職被保険者等高額療養費、１９節８４０万円

でございます。

中段の、２款、３項、２目の出産一時金、１９節の５４６万円でございます。１

３名分でございます。

１６ページをお願いいたします。

中段の、３款後期高齢者支援金等、１項、１目後期高齢者支援金でございます。

１９節１億３,９３７万５,０００円でございます。

１７ページをお願いいたします。

上から２段目の、６款介護納付金、１項、１目介護納付金でございます。１９節

５,２９８万３,０００円でございます。

次の、７款共同事業拠出金、１項、３目保険財政共同安定化事業拠出金、１９節

３億２,９４５万円でございます。

次に１８ページをお願いいたします。

上から、８款、１項、１目特定健康診査当事業費でございます。右を御覧くださ

い。１３節委託料９２１万１,０００円で、ふるさと総合健診など健康診査委託料

でございます。

以上で、説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろ

しくお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） 建設課長。

○建設課長（古澤 平君） 第２５議案、平成２８年度南関町公共下水道事業特別会計

予算につきまして御説明申し上げます。

１ページをお願いします。

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億５,６２５万５,０００円とするもの

でございます。前年度予算と比べ３.５％の減となっております。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。１款国庫支出金が３６０万円で、国庫補助金でございます。

前年比１００％増でございます。

２款繰入金が１億１,１０６万１,０００円で、一般会計繰入金でございます。４.

６％の減でございます。

３款諸収入が１,０００円で、延滞金でございます。前年度同額でございます。

４款町債が３２０万円でございます。前年比５９％の減でございます。

６款分担金が６５０万円で、加入分担金でございます。前年度と同額でございま

す。

７款使用料及び手数料で、使用料が３,１８２万２,０００円で、５.６％の増、
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手数料が７万１,０００円で３６％の減でございます。

歳入合計が１億５,６２５万５,０００円でございます。

３ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費が６,４５８万７,０００円で、総務管理費でござ

います。前年比６.２％の減でございます。

２款事業費が１,６２０万７,０００円で、公共下水道事業費でございます。３.

９％の増でございます。

３款公債費が７,４５０万１,０００円でございます。２.６％の減でございます。

４款予備費が９６万円でございます。４％の減でございます。

歳出合計が１億５,６２５万５,０００円でございます。

４ページをお願いいたします。

第３表、地方債につきましては、公共下水道事業のため、起債の限度額を３２０

万円とするものでございます。

７ページをお願いいたします。

歳入についての説明でございます。主なものにつきまして説明いたします。

１款国庫支出金は、１項、１目公共下水道費国庫補助金が３６０万円で、下水道

事業の設計委託に係る国庫補助金でございます。

４款町債は、１項、１目公共下水道債が７８０万円で、下水道事業の設計委託に

係る起債でございます。すみません、３２０万円に訂正いたします。

７款使用料及び手数料は、１項、１目総務使用料が３,１８２万２,０００円で、

下水道使用料でございます。

９ページをお願いします。

歳出についての説明でございます。主なものにつきまして説明いたします。

１款総務費は、１項、１目一般管理費の１９節負担金、補助金及び交付金に、下

水道排水設備工事費助成金として１００万円、２７節公課費に消費税分として６０

６万円を計上しております。

１項、２目浄化センター管理費の１１節需用費に光熱水費として６３６万円、１

３節委託料に浄化センター維持管理業務委託料として４,４２８万円、処理場産業

廃棄物処理委託料として３９７万５,０００円を計上しております。

次ページをお願いいたします。

２款事業費は、１目公共下水道建設費の１３節委託料に、下水道事業設計業務委

託料として７２０万円を計上しております。

３款公債費は、１項、１目に地方債の元金償還金として６,１６５万７,０００円、

１項、２目に利子償還金として１,２８４万４,０００円を計上しております。
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以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

続きまして、第２６号議案、平成２８年度南関町簡易水道事業特別会計予算につ

きまして御説明申し上げます。

１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４７６万３,０００円とするものでござ

います。前年度予算と比べ３.４％の増額となっております。

２ページをお願いします。

歳入でございます。２款使用料及び手数料の使用料が１６８万円、手数料が１,

０００円で、前年と同額でございます。

５款繰入金が３０８万１,０００円で、一般会計繰入金でございます。５.４％の

増でございます。

６款諸収入が１,０００円で、延滞金でございます。前年度と同額でございます。

歳入合計が４７６万３,０００円でございます。

３ページ、歳出でございます。１款総務費が２７４万１,０００円で、総務管理

費でございます。前年比６.１％の増でございます。

３款公債費が１８２万２,０００円でございます。前年度と同額でございます。

４款予備費が２０万円でございます。これも、前年度と同額でございます。

歳出合計が４７６万３,０００円でございます。

６ページをお願いいたします。

歳入についての説明でございます。主なものにつきまして説明いたします。

２款使用料及び手数料は、１項、１目、１節の簡易水道使用料が１６８万円でご

ざいます。

５款繰入金は、１項、１目、１節の一般会計繰入金が３０８万１,０００円でご

ざいます。

７ページは、歳出についての説明でございます。１款総務費は、１項、１目の一

般管理費の１１節需用費の光熱費に２４万８,０００円、１３節委託料の簡易水道

管理委託料に６４万２,０００円を計上しております。

次ページをお願いいたします。

３款公債費は、１項、１目、２３節の地方債の元金償還金に１３１万１,０００

円、１項、２目、２３節の利子償還金に５１万１,０００円を計上しております。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

○議長（酒見 喬君） 説明の途中ですが、ここで１０分間休憩します。
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－－－－－－－○－－－－－－－

休憩 午後３時０２分

再開 午後３時１１分

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

福祉課長。

○福祉課長（北原宏春君） 第２７号議案、平成２８年度南関町介護保険事業特別会計

予算につきまして、御説明申し上げます。１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４億４,８４０万６,０００円と定め

るものでございます。前年度対比６.８％の増の予算編成とさせていただいており

ます。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。１款保険料、１項介護保険料２億２,４０２万７,０００円で

ございます。前年度比０.０８％の増でございます。

２款使用料及び手数料、１項手数料１万円でございます。前年と同額でございま

す。２項使用料２３万円でございます。前年度対比５０.３３％の増でございます。

３款国庫支出金、１項国庫負担金２億４,７３７万９,０００円でございます。前

年度対比７.２２％の増でございます。２項国庫補助金１億５,５３８万６,０００

円でございます。前年度対比１１.２９％の増でございます。

４款支払基金交付金、１項支払基金交付金３億９,１８０万９,０００円でござい

ます。前年度対比６.９６％の増でございます。

５款県支出金、１項県負担金１億９,９０７万４,０００円でございます。前年度

対比６.８５％の増でございます。３項県補助金４７４万９,０００円でございます。

前年度対比５.０９％の増でございます。

６款財産収入、１項財産運用収入２万５,０００円でございます。前年度対比マ

イナス３.８５％でございます。

７款繰入金、１項一般会計繰入金１億９,７３７万１,０００円でございます。前

年度対比６.７２％の増でございます。２項基金繰入金１,０００万円でございます。

前年と同額でございます。

８款繰越金、１項繰越金１,０００万円でございます。前年と同額でございます。

９款諸収入、１項延滞金、加算金及び過料３,０００円でございます。前年と同

額でございます。３項雑入６万２,０００円でございます。前年と同額でございま

す。４項予防給付費収入８２８万１,０００円でございます。前年度対比９.２２％

の増でございます。
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歳入合計額１４億４,８４０万６,０００円を計上するものでございます。

３ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費１,８１２万４,０００円で、前年度対比８.９

５％の増でございます。１項総務管理費２６３万３,０００円、２項徴収費５２万

９,０００円、３項介護認定審査会費１,４９６万２,０００円でございます。

２款保険給付費１３億７,３７０万４,０００円で、前年度対比７.０６％の増で

ございます。１項介護サービス等諸費１２億１,３０３万２,０００円、２項介護予

防サービス等諸費７,３３０万８,０００円、３項その他諸費１３８万円、４項高額

介護サービス等費３,４８０万円、５項高額医療合算介護サービス等費３４０万円、

６項特定入所者介護サービス等費４,７７８万４,０００円でございます。

４款地域支援事業費４,３０３万６,０００円で、前年度対比５.４３％の増でご

ざいます。１項介護予防事業費２,５６１万７,０００円、２項包括的支援事業費７

９６万３,０００円、３項居宅介護支援事業費９４５万６,０００円でございます。

５款基金積立金、１項基金積立金２万５,０００円でございます。前年度対比マ

イナス３.８５％でございます。

６款諸支出金、１項償還金及び還付加算金４万１,０００円でございます。前年

度と同額でございます。

８款、１項予備費といたしまして１,３４７万６,０００円でございます。

歳出合計１４億４,８４０万６,０００円を計上するものでございます。

６ページをお願いいたします。

歳入の内容説明でございます。主なものについて御説明申し上げます。

１款保険料、１項、１目第１号被保険者保険料でございます。１節特別徴収保険

料２億９９５万３,０００円で、対象者といたしましては３,４２３名を見込んでい

るところでございます。２節普通徴収保険料１,３９７万４,０００円で、対象者と

いたしまして２６９名を見込んでいるところでございます。

中ほど下の、３款国庫支出金、１項、１目介護給付費負担金でございます。１節、

現年度分で介護給付費国庫負担金２億４,７３７万９,０００円を見込んでいるとこ

ろでございます。

３款、２項、１目調整交付金１億４,５８８万７,０００円でございます。給付費

の見込額の１０.６２％に相当する額でございます。５目、１節介護予防事業交付

金６４０万４,０００円で、これは対象事業費の２５％を見込んでいるところでご

ざいます。

７ページをお願いいたします。

上から２つ目の、４款支払基金交付金、１項、１目介護給付費交付金、１節現年
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度分３億８,４６３万７,０００円で、これは給付費見込額の２８％に相当する額で

ございます。同じく、２目介護予防事業交付金、１節現年度分７１７万２,０００

円で、これも同じく対象事業費の２８％に相当する額でございます。

続きまして、５款県支出金、１項、１目介護給付費負担金、１節現年度分で１億

９,９０７万４,０００円を見込んでいるところでございます。

８ページをお願いいたします。

７款繰入金、１項、１目、１節介護給付費繰入金１億７,１７１万３,０００円で、

給付費見込額の１２.５％に相当する額でございます。

３つ飛ばしまして、５目、１節一般会計繰入金は１,８３３万２,０００円でござ

います。次の、７款、２項、２目介護給付費準備基金繰入金、これは１,０００万

円でございます。

９ページをお願いいたします。

下の、９款、４項、１目予防給付費収入でございます。１節８２８万１,０００

円を見込んでいるところでございます。

１０ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費、１項、１目一般管理費の１３節委託料になりま

す。１９７万６,０００円でございます。主なものといたしまして、介護保険共同

処理事務経費委託料１７９万円でございます。１７万９,０００円でございます。

いえ、違う、１７９万円ですね。

○議長（酒見 喬君） これについては、後で差し替えをしたいと思いますが、御異議

ありませんか。この部分はしかし金額が大分大きかごたるですね。［「委託料の説

明の内訳のところも修正をさせていただきたいと思います」と呼ぶ者あり］説明の

とき修正しとってください。［「節の金額は変わらないと」と呼ぶ者あり］はい。

○福祉課長（北原宏春君） 委託料は１９７万６,０００円でございます。

すみません、１１ページをお願いいたします。

中段の、２款保険給付費、１項、１目居宅介護サービス給付費、１９節４億６,

５２４万円で、これは一月当たり３,８７７万円を見込んでおります。３目施設介

護サービス給付費、１９節、４億９,９３２万円で、一月当たり４,１６１万円を見

込んでいるところでございます。

１２ページをお願いいたします。

上の、２款給付費、１項、６目居宅介護住宅改修費、１９節４６４万４,０００

円で、一月当たり３８万７,０００円を見込んでおります。７目居宅介護サービス

計画給付費、１９節５,２７５万２,０００円で、これは一月当たり４３９万６,０

００円を見込んでおります。９目地域密着型介護サービス給付費、１９節１億８,
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８７７万２,０００円で、一月当たり１,５７３万１,０００円を見込んでいるとこ

ろでございます。

次の１３ページになります。

２款、２項、１目介護予防サービス給付費、１９節５,４８４万円で、一月当た

り４５７万円を見込んでおります。

次に３段目の５目介護予防サービス計画給付費、１９節８４３万６,０００円で、

一月当たり７０万３,０００円を見込んでおります。７目の地域密着型介護予防サ

ービス給付費の１９節６０７万２,０００円で、これにつきましては、５０万６,０

００円を一月当たり見込んでいるところでございます。

１４ページをお願いいたします。

２款、４項、１目高額介護サービス費、１９節３,４７２万８,０００円で、一月

当たり２８９万４,０００円を見込んでいるところでございます。

下段の、２款保険給付費、６項、１目特定入所者介護サービス費、１９節４,７

３８万８,０００円で、これにつきましては、一月当たり３９４万９,０００円を見

込んでいるところでございます。

１５ページをお願いいたします。

中ほどの、４款地域支援事業費、１項、２目、介護予防一般高齢者施策事業費で

ございます。１３節委託料２,２４３万８,０００円で、主なものといたしまして、

体力アップ教室委託料１,９９７万２,０００円でございます。

次に、１７ページをお願いいたします。

４款、２項包括的支援事業費に新しい総合事業といたしまして、７目生活支援体

制整備事業費、８目認知症総合支援事業費を平成２８年度から追加をいたしており

ます。

次に１８ページをお願いいたします。

４款、３項、１目居宅介護支援事業費でございます。１８節備品購入費１０１万

８,０００円で、これは庁車の買換え分の予算とさせていただいております。

以上で、説明を終わらせていただきます。

すみません、先ほどの１０ページの分で、説明の中が漏れておりました分を追加

して説明させていただきます。

１款総務費、１項総務管理費、１目一般管理費の１３節委託料１９７万６,００

０円の内訳ですが、説明のところに、これは日常生活圏域ニーズ調査業務委託料、

これが外れております。１６７万３,０００円、これは第７期の介護保険の事業計

画の資料となりますニーズ調査の業務委託料、平成２８年度に実施しますので、そ

の分の予算が１６７万３,０００円、すみません説明の中に入っております。それ
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と合わせて１７万９,０００円と１２万４,０００円で、合計が１９７万６,０００

円ということになります。訂正させていただきます。

最後に、以上で説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますよ

うよろしくお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） 延寿荘長。

○延寿荘長（福井隆一君） 第２８号議案、平成２８年度南関町介護サービス事業特別

会計予算につきまして御説明申し上げます。

１ページをお願いします。

延寿荘民営化による南関町介護サービス事業の終了に伴い、精算する年度分とし

て予算計上したものでございます。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７,０００万３,０００円とするもので

ございます。

２ページをお願いします。

歳入でございます。９款、１項繰越金７,０００万円でございます。１０款、２

項雑入として３,０００円ございます。歳入合計７,０００万３,０００円でござい

ます。

３ページをお願いします。

歳出でございます。１款、１項施設管理費３,０００円でございます。４款、１

項予備費が７,０００万円でございます。歳出合計７,０００万３,０００円でござ

います。

６ページをお願いします。

歳入の説明です。９款、１項、１目繰越金として７,０００万円の計上をしてお

ります。

１０款、２項、３目雑入２,０００円です。精算分として計上しております。

１０款、２項、４目過年度収入１,０００円でございます。

７ページをお願いします。

歳出でございます。説明といたしまして、１款、１項、１目一般管理費、４節の

共済費２,０００円を精算分として計上しております。また、２３節償還金利子及

び割引料１,０００円を計上しております。

４款、１項、１目予備費として７,０００万円を計上しております。

以上で、御説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよ

ろしくお願いします。

○議長（酒見 喬君） 建設課長。

○建設課長（古澤 平君） 第２９号議案、平成２８年度南関町浄化槽整備推進事業特
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別会計予算につきまして御説明申し上げます。

１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞれ１億７９０万１,０００円とするもの

でございます。前年度と比べ２.５％の増額となっております。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。１款、分担金及び負担金の分担金が５２０万円、負担金が１,

０００円で、前年度と同額でございます。

２款使用料及び手数料の使用料が３,０７２万円で４.１％の増、手数料が１,０

００円で、前年度と同額でございます。

３款国庫支出金が１,５１２万円で、国庫補助金でございます。前年度と同額で

ございます。

４款県支出金が２１７万５,０００円で、県補助金でございます。２.９％の増で

ございます。

５款繰入金が２,８９８万１,０００円で、一般会計繰入金でございます。５.

１％の増でございます。

６款繰越金が１,０００円でございます。前年度と同額でございます。

７款諸収入の延滞金が１,０００円、雑入が１,０００円で、前年度と同額でござ

います。

８款町債が２,５７０万円でございます。これも前年度と同額でございます。

歳入合計が１億７９０万１,０００円でございます。

３ページ、歳出でございます。１款総務費が３,６７４万６,０００円で、総務管

理費でございます。８.７％の増でございます。

２款事業費が５,０８０万９,０００円で、浄化槽整備推進事業費でございます。

５.２％の減でございます。

３款公債費が２,０１４万６,０００円でございます。１４.３％の増でございま

す。

４款予備費が２０万円でございます。前年度と同額でございます。

歳出合計が１億７９０万１,０００円でございます。

４ページをお願いします。

第２表地方債につきましては、浄化槽整備推進事業のため、起債の限度額を２,

５７０万円とするものでございます。

７ページをお願いします。

歳入についての説明でございます。主なものについて説明いたします。

１款分担金及び負担金は、１項、１目、１節の総務費分担金が５２０万円で、受
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益者分担金でございます。

２款使用料及び手数料は、１項、１目、１節の浄化槽使用料が３,０７２万円で

ございます。

３款国庫支出金は、１項、１目、１節の浄化槽整備推進事業国庫補助金が１,５

１２万円でございます。

次ページをお願いします。

４款県支出金は、１項、１目、１節の浄化槽整備推進事業県補助金が２１７万５,

０００円でございます。

５款繰入金は、１項、１目、１節の一般会計繰入金が２,８９８万１,０００円で

ございます。

８款町債は、１項、１目、１節の公共下水道債が２,５７０万円でございます。

１０ページをお願いします。

歳出についての説明でございます。主なものについて説明いたします。

１款総務費は、１項、１目の一般管理費の１２節役務費に水質検査料として２５

０万３,０００円、１３節委託料に浄化槽管理委託料として３,１８２万９,０００

円、１９節負担金、補助金及び交付金に浄化槽排水設備工事助成金として１００万

円を計上しています。説明欄に助成金の説明の記入漏れがございます。浄化槽排水

設備工事費助成金１００万円が抜けております。上の分につきましては５万５,０

００円という数字が抜けております。

２款事業費は、１項、１目浄化槽建設費に、１５節工事請負費として浄化槽整備

工事費を４,５３６万円計上しております。

公債費は、１項、１目の地方債の元金償還金を１,７０４万円、２目利子償還金

を３１０万６,０００円を計上しております。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

○議長（酒見 喬君） 福祉課長。

○福祉課長（北原宏春君） 第３０号議案、平成２８年度南関町後期高齢者医療特別会

計予算につきまして、御説明を申し上げます。

１ページをお願いいたします。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億２,６４８万５,０００円と定める

ものでございます。前年度対比マイナス０.８２％の予算編成とさせていただいて

おります。

２ページをお願いいたします。

歳入でございます。１款後期高齢者医療保険料、１項後期高齢者医療保険料７,
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０８９万３,０００円でございます。前年度対比マイナス０.０５％でございます。

２款使用料及び手数料、１項手数料２,０００円でございます。前年と同額でご

ざいます。

３款繰入金、１項一般会計繰入金５,５４７万６,０００円でございます。前年度

対比マイナス１.７９％でございます。

４款繰越金、１項繰越金１,０００円でございます。前年と同額でございます。

５款諸収入、１項延滞金及び過料２,０００円でございます。２項償還金及び還

付加算金１１万円でございます。４項雑入１,０００円でございます。

歳入合計金額１億２,６４８万５,０００円を計上するものでございます。

３ページをお願いいたします。

歳出でございます。１款総務費、２項徴収費３３万９,０００円で、前年度対比

マイナス０.８８％でございます。

２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項後期高齢者医療広域連合納付金１億２,

５９３万６,０００円で、前年度対比マイナス０.８２％でございます。

３款、１項償還金及び還付加算金１１万円で前年と同額でございます。

４款、１項予備費といたしまして１０万円でございます。

歳出合計１億２,６４８万５,０００円を計上するものでございます。

６ページをお願いいたします。

歳入の内容説明でございます。１款後期高齢者医療保険料、１項、１目特別徴収

保険料、１節現年度分５,４５８万７,０００円でございます。２目普通徴収保険料、

１節現年度分１,６３０万５,０００円でございます。

中ほど下の、３款繰入金、１項、２目保健基盤安定繰入金、１節５,５０４万４,

０００円でございます。

続いて８ページをお願いいたします。

歳出でございます。中ほどの、２款後期高齢者医療広域連合納付金、１項、１目

後期高齢者医療広域連合納付金、１９節１億２,５９３万６,０００円を計上いたし

ております。内訳は、被保険者保険料負担金７,０８９万２,０００円、基盤安定負

担金５,５０４万４,０００円でございます。

以上で、説明を終わらせていただきます。御審議の上、御承認賜りますようよろ

しくお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） まちづくり課長。

○まちづくり課長（大木義隆君） 第３１号議案、平成２８年度南関町宅地分譲事業特

別会計予算について御説明を申し上げます。

歳入歳出予算の総額を４,００５万円とするものでございます。前年度当初予算
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と比べ１,７６９万２,０００円の減額となっております。

２ページをお開きください。

歳入でございます。１款財産収入が４,００５万円、財産売払収入でございます。

歳入合計も同額となっております。

３ページは、歳出でございます。１款事業費が４,００５万円、宅地分譲事業費

でございます。歳出合計も同額となっております。

４ページ、５ページは前年度との比較でございます。

６ページをお開きください。

歳入についての説明でございます。１款財産収入が４,００５万円、財産売払収

入でございます。今年度は１３区画の分譲をいたしますので、それに伴う収入でご

ざいます。

２款繰入金は廃款するものでございます。

７ページは歳出についての説明でございます。１款事業費については、１項、１

目宅地分譲事業費が４,００５万円で、前年度より５,７６９万２,０００円の減額

でございます。財産売払収入を一般会計へ繰り出すことといたしております。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

次に、第３２号議案、南関町総合振興計画基本構想を定めることについて、提案

理由並びに内容について御説明をいたします。

それでは、現在の第四次総合振興計画基本構想は、計画期間の最終年度を、平成

２７年度としていることから、平成２８年度からのまちづくりの指針として新たに

第五次総合振興計画を策定することといたし、南関町総合振興計画策定条例第５条

の規定に基づき基本構想の議決を求めるものでございます。

基本構想策定に際しましては、南関町振興計画審議会に御審議いただいた後、パ

ブリックコメントに供しまして寄せられました意見等について検討し、見直し等を

行った上で、再度振興計画審議会に御審議いただいた上で答申をいただいたところ

でございます。

それでは、内容について御説明を申し上げます。３ページをお開きください。

基本構想における町の将来像を「緑豊かな大地に懐かしい故郷（ふるさと）があ

る。あなたの夢が叶う町なんかん」といたします。歴史と伝統ある文化、恵まれた

自然環境を生かし、やすらぎとうるおいのあるまちを目指し、交通の利便性を生か

して、産業・経済の発展する町を目指し、ずっと住み続けたくなるまちを目指すと

いたしております。

次に、基本理念につきましては、「住民と行政による協働のまちづくり」といた
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しております。住民の皆さまの御理解をいただきながら、住民、地域、行政がそれ

ぞれの責任と役割を認識し、協力し、支えあうことといたしております。

４ページの基本目標には３つの柱を掲げております。１つ目は「産み育てやすい

環境の整備」でございます。若い世代の結婚・出産・子育ての希望を叶えるために、

出会い・結婚・出産・子育てに対する支援を行い、「南関町で子育てをしたい」と

思われるような子育て環境の充実に取り組むことといたしております。

２つ目は、「住む場所と働く場所の確保」でございます。少子高齢化に歯止めを

かけるために、住む場所と働く場所の確保に努めます。移住・定住への支援や産業

の振興を行い、南関町にずっと住み続けたいと思われるようなまちづくりに取り組

むことといたしております。

３つ目は、「高齢者や障がいのある方も安心して暮らせる環境の整備」でござい

ます。住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、医療・介護などに関する

支援などにより、「南関町に住んでよかった」と思われるような地域づくりに取り

組むこととしております。

キャッチフレーズは第四次と同じく「緑にいきづく関所の里」とし、計画期間は

平成２８年度から平成３０年度の３年間でございます。

次のページは施策の大綱でございます。施策の大綱は６つの項目を設けておりま

す。１つ目が、誰にでもどんなときにもやさしいまちづくりでございます。福祉の

充実、保健の充実、医療の充実で構成しております。

２つ目は、緑豊かな環境と共生するまちづくりでございます。自然環境の保全、

ごみ処理と再資源化の推進、新エネルギーの導入、排水処理施設の整備で構成して

おります。３つ目は、心が通いふれあうまちづくりでございます。地域コミュニテ

ィの強化、男女共同参画社会の推進、人権教育・啓発の推進で構成しております。

４つ目は、産業が盛んな元気のあるまちづくりでございます。農業の振興、林業

の振興、製造業・工業の振興、商業の振興、観光の振興で構成しております。

５つ目は、交通・通信基盤の整ったまちづくりでございます。道路交通体系の整

備、生活交通の確保で構成いたしております。

６つ目は、ゆとりある住環境のまちづくりでございます。定住の促進、公園、緑

地等の整備、安全な町づくりで構成しております。

７つ目が、共に学びあえるまちづくりでございます。学校教育の推進、社会教育

の推進、社会体育の充実、国際交流の推進、文化の振興で構成しております。

最後、８つ目は、分権社会を担う自立したまちづくりでございます。住民参画の

まちづくり、情報公開の推進、行財政運営の効率化で構成しております。

以上、南関町総合振興計画基本構想を定めることについての説明を終わります。
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御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。

続きまして、第３３号議案、南関町過疎地域自立促進計画を定めることについて、

提案理由並びに内容について御説明いたします。

平成２２年に策定いたしました南関町過疎地域自立促進計画は計画期間の最終年

度を平成２７年度としておりますが、今後も継続的に自立を促進するため、平成２

８年度からの計画を策定することといたし、過疎地域自立促進特別措置法第６条第

１項の規定に基づき議会の議決を求めるものでございます。策定に際しましては、

熊本県の過疎地域自立促進方針に基づき市町村計画を定めるとされておりますので、

その方針決定後にパブリックコメントを実施した上で計画案を策定いたしまして、

その後県との協議も終えましたので、今回御提案するものでございます。

それでは、内容について御説明いたします。表紙にありますように計画期間は平

成２８年度から３２年度の５年間としております。計画の章立てにつきましては、

法律に定められておりますので、それに基づいて構成しております。

まず４ページの、基本的な事項では、概況、人口及び産業の推移と動向、行財政

の状況、自立促進の基本方針、計画期間を除いております。活性化のための重点施

策として、生活道路や農林道の整備、地域交通の確保・推進、下水道・浄化槽の整

備、情報通信基盤防災設備の施設、定住促進などの人口増加対策の推進、自然や地

域資源等を活用した観光振興の推進、企業誘致による就業の場の確保、若者の定住

促進、保健福祉サービスの充実、子育て支援、体育スポーツの振興などを述べてお

ります。

他方、行財政改革の推進はもとより、財源の確保に最大限の努力をしつつ、限ら

れた財源の効率的な執行に努めることとしております。

１０ページからの産業の振興では、農林業の振興、商工業の振興、観光産業の振

興について、それぞれ、１、現況と問題点、２、その対策、３、計画を述べており

ます。なお、産業の振興におきましては、その３、計画については、県との協議に

より一つの表にまとめておるところです。

１３ページからは、３、交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進につ

いて、１５ページからは、４、生活環境の整備について、１７ページからは、５、

高齢者の保健及び福祉の向上及び増進について、１９ページからは、６、医療の確

保について、２０ページからは、７、教育の振興について、２１ページからは、８、

地域文化の振興等について、及び９、集落の整備について、それぞれ、１、現況と

問題点、２、その対策、３、計画を述べております。２３ページには、過疎地域自

立促進特別事業、これはソフト事業でございますが、再掲しておるところでござい

ます。
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以上で、南関町過疎地域自立促進計画を定めることについての御説明を終わりま

す。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申し上げます。

○議長（酒見 喬君） 総務課長。

○総務課長（永松泰子君） 私から、第３４号議案と第３５号議案をまとめて御説明を

させていただきます。

まず、第３４号議案、工事請負契約の変更について、提案理由及び議案の説明を

させていただきます。この事業は、南関町トンネル維持管理修繕計画に基づく松風

トンネルの補修工事でございます。トンネル点検の結果、既設の・・コンクリート

部分に空洞化や浮きや剥落が見られましたので、必要な箇所について補強を行うも

ので、平成２７年９月定例会において議決をいただきました松風トンネルの補修工

事でございました。

また、平成２８年２月１９日の臨時議会において、工期を平成２８年２月２９日

までとしていたところを、平成２８年３月２８日までに変更する議決をいただいた

ところでございます。このたびの変更は、工事中の湧水により湧水対策工事やＵ字

溝の敷設工事の追加等によりまして、契約金額７,５３８万４,０００円を６３万８,

３３８円増額いたしまして、７,６０２万２,３３８円に変更するものでございます。

工事請負契約の一部変更の仮契約を津留建設株式会社と２月２６日に締結いたしま

したので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決を求めるもの

でございます。

以上で、工事請負契約の変更について、議案の説明を終わります。御審議の上、

御承認を賜りますようよろしくお願いいたします。

続きまして、第３５号議案、業務委託変更契約の締結について、提案理由と議案

の説明をさせていただきます。

この事業は、公益財団法人熊本県環境整備事業団と熊本県と、それから南関町の

３社で基本協定を締結して、地域振興策のうち処分場へのアクセス道路の町道米

田・鬼王線の道路整備事業のうち、米田区を平成２５年度から平成２８年度にかけ

て、橋梁部を含む計画延長１,３４０メートルの部分について、南関町の道路整備

事業を熊本県に委託しているものでございます。このたび提案いたしますのは、町

道米田・鬼王線の道路整備事業に関する平成２７年度実施協定に係る業務委託変更

契約でございまして、平成２８年３月２日に熊本県と仮契約を締結しているもので

ございます。

当初契約期間を平成２８年３月３１日までとしていたものを、平成２９年３月３

１日までとするもので、この変更の原因といたしましては、用地取得に手間取りま

して、委託契約が確保できないので、延長するものでございます。地方自治法第９



－ 7 7 －

６条第１項第５号の規定により議会の議決を求めるものでございます。

以上で、業務委託変更契約の締結について、議案の説明を終わります。御審議の

上、御承認賜りますようよろしくお願いいたします。

○議長（酒見 喬君） 建設課長。

○建設課長（古澤 平君） 第３６号議案から第３９号議案につきましては、町道の路

線の廃止及び認定のため一括して説明申し上げます。

それでは、議案書で説明させていただきます。まず路線の廃止につきまして、御

説明申し上げます。議案番号第３６号をお願いいたします。

第３６号議案、町道の路線廃止について。道路法第１０条第１項の規定により路

線を廃止するものでございます。

提案理由は、路線を廃止しようとする場合は道路法第１０条第３項の規定により

議会の議決を経る必要があるためでございます。

参考資料をお願いいたします。まず、すみませんが訂正のほうをお願いいたしま

す。図中の基点の地番、１６３７の後に地番の「番」を挿入してください。すみま

せん、お願いいたします。

提案いたします廃止路線は、路線番号２５０、路線名大原畜協線で、相谷字舞木

１６３７番地先から、相谷字舞木１７００番地先までの延長１２８メートルの路線

でございます。グリーンヒル二城宅地分譲地の管理道路として、次に説明いたしま

す向原線及びグリーンヒル二城線の町道認定に伴い廃止するものでございます。

それでは、議案番号第３７号をお願いいたします。

第３７号議案、町道の路線認定について。

道路法第８条第１項の規定により路線を認定するものでございます。提案理由は、

路線を認定しようとする場合は、道路法第８条第２項の規定により議会の議決を経

る必要があるためでございます。

次ページの参考資料をお願いいたします。

提案いたします路線は、路線番号２５０、路線名、向原線で、相谷字舞木１６３

５番２地先から、相谷字向原１７２４番地先までの延長約２６０メートルの路線で

ございます。町道相谷向原線から向原団地及びグリーンヒル二城を通る路線として

認定するものでございます。

次に、議案番号第３８号をお願いいたします。第３８号議案、町道の認定につい

て。道路法第８条第１項の規定により路線を認定するものでございます。

提案理由は、路線を認定しようとする場合は道路法第８条第２項の規定により議

会の議決を経る必要があるためでございます。

次ページの参考資料をお願いいたします。提案いたします路線は、路線番号３６
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１、路線名、グリーンヒル二城線で、相谷字舞木１５７２番９地先から、相谷字向

原１７００番１２地先までの延長約１９０メートルの路線でございます。グリーン

ヒル二城宅地分譲地の管理道路として認定するものでございます。

最後に、議案番号第３９号をお願いいたします。

第３９号議案、町道の路線認定について。道路法第８条第１項の規定により路線

を認定するものでございます。

提案理由は、路線を認定しようとする場合は、道路法第８条第２項の規定により

議会の議決を経る必要があるためでございます。

次ページの参考資料をお願いいたします。これも誠にすみませんけど、訂正をお

願いいたします。図中の起点「５２４地２先」となっておりますのを、「５２４番

２地先」に訂正をお願いいたします。

提案いたします路線は、路線番号３６２、路線名、琵琶瀬～山添線で、久重字琵

琶瀬５２４番２地先から、久重字山添１３７９番地先までの延長約５９０メートル

の路線でございます。小集落と密接な関係にある県道と連絡する新たな町道として

認定するものでございます。

以上で、説明を終わります。御審議の上、御承認賜りますようよろしくお願い申

し上げます。

○議長（酒見 喬君） ここで１０分間休憩いたします。

－－－－－－－○－－－－－－－

休憩 午後４時０３分

再開 午後４時１３分

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。

諮問第１号、総務課の説明からお願いします。町長。

○町長（佐藤安彦君） それでは私から、諮問第１号、第２号、そして議案第４０号か

ら５０号までを続けて説明させていただきます。

諮問第１号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて、説明をさせ

ていただきます。

人権擁護委員に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に

より議会の意見を求めるものでございます。

住所、南関町大字肥猪町２７４番地。

氏名、中野 力

生年月日、昭和２５年３月１日生まれでございます。

人権擁護委員法第６条の規定により、人権擁護委員は法務大臣が委嘱するもので
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ございます。市町村長は、当該市町村の議会の議員の選挙を有する住民で、人格識

見が高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある者の中から、その

市町村の議会の意見を聞いて法務大臣に対し人権擁護委員の候補者を推薦すること

になっております。任期は３年となっています。

現在の人権擁護委員の中野力氏が平成２８年６月３０日をもって任期満了となり

ますので、引き続き中野力氏を人権擁護委員に推薦したいので、議会の同意をお願

い申し上げるものでございます。

なお、任期は６月末までありますが、議会の選任同意を得て推薦し、その後法務

大臣から委嘱されるまで３カ月ほどの期間が必要となりますので、今議会で提案す

るものでございます。

中野力氏は昭和４６年３月熊本短期大学社会科を卒業され、昭和４８年４月から

久留米運送株式会社大牟田支店に勤務され、昭和５４年に退職、その後昭和５５年

１０月から山鹿市役所に入所されました。山鹿市役所では福祉課を皮切りに、山鹿

市立病院及び教育委員会に８年間ずつ勤務され、その後福祉課に戻られて、特に人

権同和教育に長く携わってこられました。そして、３０年間勤務され、福祉部長を

最後に平成２２年３月に定年退職されております。平成２４年４月からは、南関町

社会教育委員に就任されて、町の社会教育についても活躍していただいているとこ

ろです。平成２５年７月から人権擁護委員として積極的に活動していただいており、

今後も長年にわたり人権同和教育に携わってこられたことから、その経験を生かし

て関係機関と連携しながら、いろいろな問題の解決にあたってくださるものと確信

いたしております。また、地元の肥猪町では、地域の評議員として地域に密着した

活動を通して貢献もされております。

中野力氏は、人柄は温厚誠実、人格識見ともに優れ、広く社会の実情にも通じ、

人権擁護について非常に理解があり、人権擁護委員に最適の方でございます。今回、

人権擁護委員として中野力氏を推薦したいので、同意をお願い申し上げる次第でご

ざいます。よろしくお願い申し上げます。

続きまして、諮問第２号、人権擁護委員の推薦につき意見を求めることについて、

説明をさせていただきます。

人権擁護委員に次の者を推薦したいので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に

より議会の意見を求めるものでございます。

住所、南関町大字今５２２番地。

氏名、松本隆明。

生年月日、昭和２６年４月７日生まれでございます。

人権擁護委員法第６条の規定により、人権擁護委員は法務大臣が委嘱するもので
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ございます。市町村長は、当該市町村の議会の議員の選挙を有する住民で、人格識

見が高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある者の中から、その

市町村の議会の意見を聞いて法務大臣に対し人権擁護委員の候補者を推薦すること

になっております。任期は３年となっています。

現在の人権擁護委員の松本隆明氏が平成２８年６月３０日をもって任期満了とな

りますので、引き続き松本隆明氏を人権擁護委員に推薦したいので、議会の同意を

お願い申し上げるものでございます。

なお、任期は６月末までありますが、議会の選任同意を得て推薦し、その後法務

大臣から委嘱されるまで３カ月程度の期間が必要となりますので、今議会で提案す

るものでございます。

松本隆明氏は昭和４９年３月、熊本大学教育学部を卒業され、同年４月から熊本

市立力合小学校に勤務され、その後県内の小学校に勤められました。３８年間教職

に就かれ、平成２４年３月に南関町立南関第四小学校の校長を最後に定年退職され

ました。そのうち、地元である南関町内の小学校に通算で２０年間もの長い間努め

られております。中でも第四小学校については教諭、教頭時代に７年間、そして校

長時代の３年間を含め、１０年間もの長期にわたり同和人権教育に携わり、地域の

児童保護者に限らず、地域の住民をも巻き込んで学校教育分野において熱心に人権

同和教育に活躍され、様々な人権問題に取り組んでこられました。

また、退職後は南関町教育委員会の学校教育専門指導委員として学校教育及び社

会教育の全般にわたり教育に関する専門的事項について、教養と経験から指導的立

場で活躍されております。

松本隆明氏は、人柄は温厚誠実、人格等も優れた方で、人権擁護に関する識見を

お持ちの方でございます。今回人権擁護委員として松本隆明氏を推薦したいので、

同意をお願い申し上げる次第でございます。よろしくお願い申し上げます。

続きまして、第４０号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また委員の

任期は３年でございます。

住所、南関町大字関東７９９番地。

氏名、原 靖。

生年月日、昭和３５年１月３日生まれでございます。

このたび、農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新

たな農業委員会委員に原靖氏を任命したいので提案するものであります。
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原氏は、関東地区代表区長の城門幸夫さんからの推薦で候補者となられました。

原氏は、昭和５５年３月に熊本県立農業大学校を卒業され、翌月から昭和６０年７

月まで南関の農協に勤務されていましたが、翌月から農業に従事され、現在に至っ

ています。また、平成７年９月から認定農業者になられています。現在では、水田

を自作地１ヘクタール、借受地を３ヘクタール、また畑を自作地で１ヘクタールを

経営されており、合計で５ヘクタールを経営されておられます。

原氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の最

適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関して、その

服務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認を

賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４１号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字関下４６６番地１。

氏名、矢野房幸。

生年月日、昭和２３年１０月２１日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に矢野房幸氏を任命したいので提案するものであります。

矢野氏は迎町区長の松永吉秋さんからの推薦で候補者となられました。矢野氏は

昭和３９年１０月に熊本県立南関高等学校を中退し、昭和４７年１１月から平成１

６年１１月まで松藤商事大牟田事業所に勤務されています。平成１６年１１月から

農業に従事され、現在に至っています。また、平成２６年１２月から認定農業者に

なられています。現在では水田を自作地０.７５ヘクタール、借受地を１.６ヘクタ

ール経営されており、合計で２.３５ヘクタールを経営されておられます。

矢野氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認

賜りますようよろしくお願い申し上げます。

次に、第４２号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めることに

ついて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。
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南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字久重９２８番地４９。

氏名、荒木勝治。

生年月日、昭和２０年２月１９日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に荒木勝治氏を任命したいので提案するものでございます。

荒木氏は久重北区長の立石義久さんからの推薦で候補者となられました。荒木氏

は昭和３０年３月に南関町立第２中学校を卒業し、翌年の昭和３５年から農業に従

事され現在に至っております。また、平成１２年２月から認定農業者になられてい

ます。現在では、水田を自作地０.６ヘクタール、畑を自作地０.６３ヘクタール経

営されており、合計で１.２３ヘクタールを経営されておられます。

荒木氏は農業における思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認

賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４３号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字今４９９番地。

氏名、松本泰典。

生年月日、昭和１８年２月３日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に松本泰典氏を任命したいので提案するものでございます。

松本氏は今区長代理の新美計さんからの推薦で候補者となられました。松本氏は

昭和４４年３月に福岡大学電気工学科を卒業され、昭和４８年５月から株式会社原

賀工務店に勤務され現在に至っております。また、平成２２年７月から農業委員会

委員として在職されています。現在では水田を借受地で０.５ヘクタール、また畑

を自作地で０.２ヘクタール、借受地を０.１ヘクタールを経営されており、合計で

０.８６ヘクタールを経営されておられます。
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松本氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他農業委員会の所掌に属する事項に関し、その職

務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として適

任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認賜

りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４４号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字豊永５７１２番地２。

氏名、荒木 茂。

生年月日、昭和２４年１１月２３日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に荒木茂氏を任命したいので提案するものであります。

荒木氏は西豊永区長の山口康孝さんからの推薦で候補者となられました。荒木氏

は昭和４１年３月に熊本県経営伝習農場を卒業され、昭和４１年４月から農業に従

事され現在に至っています。現在では、水田を借受地で５ヘクタール、また畑を自

作地で０.４ヘクタール、借受地を２ヘクタール経営されており、合計で７.４ヘク

タールを経営されております。

荒木氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われるので御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認賜り

ますようお願い申し上げます。

続きまして、第４５号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字豊永１９６０番地１。

氏名、柗村公正。

生年月日、昭和１８年１月２８日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た
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な農業委員会委員に柗村公正氏を任命したいので提案するものであります。

柗村氏は東豊永区長代理の立山比呂志さんからの推薦で候補者となられました。

柗村氏は昭和３６年３月に熊本県立玉名農業高校を卒業され、昭和４２年９月から

平成１３年３月まで玉名農業協同組合に勤務されています。また、平成２０年２月

に認定農業者になられ、平成２２年４月から農業委員会委員として在職されていま

す。現在では水田を、自作地を０.５４ヘクタール、借受地で０.４５ヘクタール、

また畑を自作地で０.３６ヘクタール経営されており、合計で１.３５ヘクタールを

経営されております。

柗村氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認

賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４６号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字相谷１０４５番地。

氏名、田﨑芳憲。

生年月日、昭和３０年３月５日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に田﨑芳憲氏を任命したいので提案するものであります。

田﨑氏は相谷区長の菅原一幸さんからの推薦で候補者となられました。田﨑氏は、

昭和４８年３月に熊本県立菊池農業高校を卒業され、同年４月から農業に従事され

現在に至っています。また、平成７年８月に認定農業者になられています。現在で

は水田を自作地１.８ヘクタール、また畑を自作地０.３５ヘクタール経営されてお

り、合計で２.１５ヘクタールを経営されておられます。

田﨑氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認

賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４７号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める
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ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字下坂下１３３２番地。

氏名、竹島久利。

生年月日、昭和１９年２月１日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に竹島久利氏を任命したいので提案するものであります。

竹島氏は坂下地区代表区長の中島雄一郎さんからの推薦で候補者となられました。

竹島氏は昭和３４年３月に南関町立第四中学校を卒業され、昭和３９年４月から農

業に従事し現在に至っています。また平成２２年１２月から平成２５年１２月まで

民生委員として活躍され、平成１６年４月から農業委員会委員として在職されてい

ます。現在では水田を自作地を１.３ヘクタール、借受地で１.７ヘクタール、また

畑を自作地で０.８ヘクタール経営されており、合計で３.８ヘクタールを経営され

ています。

竹島氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認

賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４８号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字上坂下３１０６番地。

氏名、山本精武。

生年月日、昭和１９年１２月９日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に山本精武氏を任命したいので提案するものであります。

山本氏は坂下地区代表区長の中島雄一郎さんからの推薦で候補者となられました。

山本氏は昭和３５年３月に南関町立第四中学校を卒業され、昭和４９年３月から農

業に従事し現在に至っています。また平成２２年４月から２５年３月まで農業委員
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会委員として在職されました。さらに平成１２年１月に認定農業者になられていま

す。現在では水田を借受地で１.７ヘクタール、また畑を自作地で１.３ヘクタール

経営されており、合計で３ヘクタールを経営されておられます。

山本氏は農業にかける思いは旺盛で、農業に関する識見を有し、農地等の利用の

最適化の推進に関する事項、その他の農業委員会の所掌に属する事項に関し、その

職務を適切に行うことができる優れた方でありますので、農業委員会の委員として

適任であると思われますので、御提案申し上げる次第でございます。何とぞ御承認

賜りますようお願い申し上げます。

続きまして、第４９号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求める

ことについて、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。

南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字上坂下１６２６番地。

氏名、北原照代。

生年月日、昭和１９年９月２６日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に北原照代氏を任命したいので提案するものであります。

北原氏は鬼王区長の徳永周一さんからの推薦で候補者となられました。北原氏は

昭和３７年３月に玉名女子高等学校を卒業され、昭和４２年４月から平成１７年３

月まで南関町役場に勤務されており、農業委員会事務局に勤務された経験があり、

農業行政にも詳しい方でございます。また、平成２２年１２月から民生委員として

現在も在職中であり、平成２５年４月から農業委員会委員として在職されておられ

ます。農業委員会等に関する法律第８条第６項及び第７項の規定により、委員の任

命については、農業委員会に係る事項に関して利害関係を有しない者や委員の年齢、

性別に著しい隔たりが生じないように配慮して任命しなければならないと定められ

ていますので、女性の立場での活躍を期待するものであります。

北原氏は農業の経営の状況はございませんが、農業にかける思いは旺盛で、農業

に関する識見を有し、農地等の利用の最適化の推進に関する事項、その他の農業委

員会の所掌に属する事項に関し、その職務を適切に行うことができる優れた方であ

りますので、農業委員会の委員として適任であると思われますので、御提案申し上

げる次第でございます。何とぞ御承認賜りますようお願い申し上げます。

最後に、第５０号議案、南関町農業委員会の委員の任命につき同意を求めること

について、提案理由及び議案の説明をさせていただきます。
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南関町農業委員会の委員に次の者を任命したいので、農業委員会等に関する法律

の第８条第１項の規定によって議会の同意を求めるものでございます。また、委員

の任期は３年でございます。

住所、南関町大字細永２２４４番地。

氏名、釘崎眞貴子。

生年月日、昭和２４年２月２６日生まれでございます。

このたび農業委員会等に関する法律の一部を改正する法律の施行に基づき、新た

な農業委員会委員に釘崎眞貴子氏を任命したいので提案するものであります。

釘崎氏は細永北区長の森榮之さんからの推薦で候補者となられました。釘崎氏は

昭和３９年３月玉名北中学校を卒業され、昭和３９年４月から、昭和５０年９月ま

で南関郷農協協働組合神尾支所に勤務されました。また、平成２５年４月から農業

委員会委員として在職されています。農業委員会等に関する法律第８条第６項及び

第７項の規定により、委員の任命については農業委員会に係る事項に関して理解関

係を有しない者や委員の年齢、性別に著しい隔たりが生じないように配慮して任命

しなければならないと定められていますので、女性の立場での活躍を期待するもの

であります。

釘崎氏は農業経営の状況はございませんが、農業にかける思いは旺盛で、農業に

関する識見を有し、農地等の利用の最適化の推進に関する事項、その他の農業委員

会の所掌に属する事項に関し、その職務を適切に行うことができる優れた方であり

ますので、農業委員会の委員として適任であると思われますので、御提案申し上げ

る次第でございます。何とぞ御承認賜りますようお願い申し上げます。

以上でございます。

－－－－－－－○－－－－－－－

○議長（酒見 喬君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。

明日１１日は、午後１時に本会場に御参集ください。

本日はこれにて散会します。起立、礼、お疲れさまでした。

－－－－－－－○－－－－－－－

散会 午後４時４３分


